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第１章 はじめに   

１ 計画策定の趣旨  
加東市総合計画は、まちづくりの総合的な指針となる計画で、本市の最上位の計画になります。本市

においては、合併後の新たな市民ニーズに対応するため、市民の参画を得て、第１次加東市総合計画「愛

称：みんなでつくる加東 きらめき☆プラン」を２００７（平成１９）年度に策定し、以後１０年間こ

の計画に基づいたまちづくりを進めてきました。 

この計画の期間が２０１７（平成２９）年度をもって終了することから、社会潮流、市民の意識やニ

ーズの変化、今後の政治・経済の動向などを見定めるとともに、第１次加東市総合計画の成果、課題等

を踏まえ、新たなステージを着実に歩んでいくためのまちづくりの指針として、第２次加東市総合計画

を策定します。 

２ 計画の構成と期間  
第２次加東市総合計画は、基本構想、基本計画及び実施計画で構成します。 

昨今の社会経済情勢などの急激な変化に迅速かつ柔軟に対応していくため、本市の目指すべきまちの

将来像、まちづくりの方向性などを示す基本構想の期間は１０年、基本構想を実現するための政策（施

策）などを示す基本計画の期間は５年とし、中間年度において必要な見直しを行うこととします。また、

実施計画は、基本計画に定める施策に係る具体的な事業計画とすることから、期間を３年とし、毎年度

見直しを行います。

基本構想（１０年）
本市の目指すべきまちの将来
像、まちづくりの方向性等 

【基本構想】 

 2018 (平成３０)年度～ 2027 (平成３９)年度

基本計画（５年）
基本構想を実現するための政
策（施策）等 

【前期基本計画】 
2018 (平成３０)年度

～ 2022 (平成３４)年度

【後期基本計画】 
2023 (平成３５)年度

～ 2027 (平成３９)年度

実施計画（３年）
基本計画に定める施策に係る
事業等（毎年度ﾛｰﾘﾝｸﾞ）
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３ 計画の位置付け 
(1) まちの活性化や元気づくりを市民と協働で進めていくためのまちづくり計画

市民、地域、事業者等と行政が協働によるまちづくりを進めていくための共有すべき指針となる

もので、それぞれの主体の行動計画としての役割を果たすものです。 

(2) まちづくりを効率的かつ効果的に進めていくための総合的な行政経営計画

持続可能で発展的な自治体経営に向けて、さまざまな施策を総合的かつ計画的に推進するための

指針となるもので、本市の最上位計画として、各分野個別の方向性を示すものです。 
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第２章 まちづくりの成果（第１次加東市総合計画のふりかえり）  

第２次加東市総合計画の策定に当たっては、第１次加東市総合計画の成果を点検・評価し、引き継ぐ

べき課題や取組を見極めることが重要になります。 

ここでは、まちづくりの成果（第１次加東市総合計画のふりかえり）として、２００８（平成２０）

年度から２０１７（平成２９）年度までのまちづくりにおいて、「達成できたこと」を中心に、第１次

加東市総合計画の成果を示します。 

※ここで示す政策（施策）体系は、第１次加東市総合計画の体系であり、本第２次加東市総合計画の政

策（施策）体系とは異なります。

政策Ⅰ「文化」未来を拓く人を育む 文化のまち  
■施策１ 地域文化の継承・発展 

前期基本計画【2008（Ｈ20）～2012（H24）】 後期基本計画【2013（H25）～2017（H29）】 
○「文化祭」「文化連盟祭」「公募美術展」など、多くの
活動発表機会を設けたほか、各公民館サークルや文化
連盟加入サークルなどの活動を支援するとともに、積
極的に広報しました。 
○「世界に一つ！加東遺産」を定め、小学生、成人、各
種団体などを対象に、市内の文化遺産を案内又は紹介
し、知名度アップに取り組みました。

○「文化祭」、「公募美術展」、加東文化振興財団による
各種文化芸能事業などを展開し、多様な文化・芸術に
触れる機会を提供しました。 
○出土遺物の一元的な管理体制を構築するとともに、指
定文化財の修理補助や無形民俗文化財1の後継者育成
など、文化財の保護・継承に取り組みました。 

■施策２ 国際交流の推進
前期基本計画【2008（Ｈ20）～2012（H24）】 後期基本計画【2013（H25）～2017（H29）】 

○これまでの３つの姉妹都市との友好親善交流は、２０
０９（平成２１）年度から公式交流事業としてはオリ
ンピア市のみとしました。また、留学生等在住外国人
との交流は、国際交流協会が行うさまざまなイベント
などを通して草の根の交流活動を展開しました。

○オリンピア市との交換留学事業や兵庫教育大学と連
携した外国人留学生人材バンク制度2、国際交流協会
が主体となったさまざまな交流事業を通して、市民の
国際理解を深めました。
○在住外国人支援のため、中国語や英語、ベトナム語、
スペイン語の生活ガイドブックを作成しました。

1 「無形民俗文化財」とは、衣食住、生業、信仰、年中行事等に関する風俗慣習、民俗芸能及びこれらに用いられる衣服、器具、家屋、
その他の物件など、人々が日常生活で生み出し継承してきた無形の文化財をいう。

2 「外国人留学生人材バンク制度」とは、外国人との交流を希望する団体等に、あらかじめ登録された外国人留学生の中から、交流の
目的に合った人材を紹介する制度をいう。
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■施策３ 学校教育の充実
前期基本計画【2008（Ｈ20）～2012（H24）】 後期基本計画【2013（H25）～2017（H29）】 

○体験活動が定着し、各校でスムーズに実施しました。
○「学力向上プロジェクト委員会」を開催し、全国学力・
学習状況調査3の結果を検証しました。その結果を全
教職員に周知し、児童・生徒の「自ら考える力」を育
成するための授業改善に取り組みました。 
○兵庫県立教育研修所が開催する講座を教職員に広く
紹介するとともに、市独自の「教職員夏季研修会」「テ
ーマ別研修」を実施することで、喫緊の課題に対する
教職員の対応力が向上しました。 
○「生徒指導担当者会」「不登校対策委員会」を定期的
に開催し、小・中学校間の情報交換を緊密に行い、問
題行動や不登校の早期発見・早期対応につなげまし
た。 
○学校ホームページ、学校・学級だよりの配布、オープ
ンスクール4の計画的な実施などにより、学校教育活
動の実態を広く地域や保護者に公表しました。 
○特別支援を必要とする児童・生徒一人ひとりの課題に
対応するため、個別の指導計画を作成しました。 

○自然学校やトライやる・ウィーク5などの体験活動や
家庭・地域への道徳授業の公開を通して、子どもたち
の豊かな人間性を育みました。 
○ＡＬＴ6による授業の定着化や、加東わくわく英語村7
などの実施により、生徒の英語への関心を高めるとと
もに、かとう英語ライセンス制度8の導入、実用英語
技能検定料の助成など、生徒の英語力及び学習意欲が
向上する取組を行いました。
○学習チューター9による指導補助や加東スタディライ
フ10の実施により、個に応じた指導を充実しました。
また、ＩＣＴ11教育研究発表会の開催や電子黒板12の
設置などによりＩＣＴ教育を推進しました。 
○いじめに関する実態把握調査やインターネット上の
トラブルの防止を目的としたネット見守り隊13の活
動により、いじめ等の問題行動の未然防止に努めまし
た。 
○東条地域小中一貫校の整備方針を決定するとともに、
地域や学校関係者、保護者などで構成する東条地域小
中一貫校開校準備委員会において、「地域に根ざした
学校づくり」を目指し、開校に向けての準備を進めま
した。

3 「全国学力・学習状況調査」とは、義務教育の機会均等とその水準の維持向上の観点から、全国的な児童・生徒の学力や学習状況を
把握・分析する調査のことをいう。小学校６年生、中学校３年生を対象にしている。

4 「オープンスクール」とは、「開かれた学校づくり」の一環として、授業をはじめ、給食や掃除、部活動など、学校の教育活動のあり
のままの姿を、保護者や地域の人々に公開する取組をいう。 

5 「トライやる・ウィーク」とは、県内の公立中学校に通う中学２年生を対象に、１９９８（平成１０）年度から実施している職場体
験をいう。１週間、時間的・空間的なゆとりを確保し、地域や自然の中で、生徒の主体性を尊重したさまざまな体験活動を通して、
「生きる力」の育成を図るもの。

6 「ＡＬＴ」とは、「Assistant Language Teacher」の略で、外国語を母国語とする外国語指導助手をいう。
7 「加東わくわく英語村」とは、子どもたちが、将来、国際社会で活躍できるよう、英語によるコミュニケーション能力や主体性・積
極性等を身に付けさせるため、夏季休業中に、各中学校で実施しているＡＬＴとの活動を通して、英会話や異文化について学ぶ活動
をいう。

8 「かとう英語ライセンス制度」とは、子どもたちが、将来、国際社会で活躍できるよう、英語によるコミュニケーション能力や態度
を育成することを目的とする本市独自の取組をいう。加東市「レッスンブック」を中学校授業や家庭学習で活用して力を付けるとと
もに、インタビューテストも含んだ「かとう英語ライセンス検定」を実施して、英語力を評価し、学習の励みとするもの。

9 「学習チューター」とは、児童・生徒に対する個別支援の充実のために、授業や補充学習を手伝う兵庫教育大学等の学生のこと。
10「加東スタディライフ」とは、児童・生徒の学習意欲に応えるため、長期休業中に、自主的な学習をサポートする場所や支援者を提
供する活動のこと。

11「ＩＣＴ」とは、「Information and Communication Technology」の略で、ＩＴ（情報技術）に、情報通信を表す Communication
（コミュニケーション）を加えたものをいう。 

12「電子黒板」とは、パソコンの画像をディスプレイに映し出し、文字や絵の書き込み、文字や画像の移動や拡大・縮小などができる
機器をいう。 

13「ネット見守り隊」とは、パソコンやスマートフォン、携帯電話を利用したネットいじめや誹謗中傷、ネット犯罪から子どもを守る
組織のことをいう。 
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■施策４ 生涯学習14の充実 
前期基本計画【2008（Ｈ20）～2012（H24）】 後期基本計画【2013（H25）～2017（H29）】 

○生涯学習の成果を地域社会へ還元するとともに、社会
教育関係団体をはじめ、地域活動の担い手の支援、育
成に努めました。 
○公民館とコミュニティ施設の利用区分を明確にし、効
率的・効果的な利用を進めました。また、公民館等の
情報を積極的に広報紙に掲載するとともに、ＣＡＴＶ
15で発信しました。 
○図書館の月末の休館日を全て開館日とし、年末年始以
外は、４館のうちいずれかの図書館は開館とするな
ど、利便性向上に取り組み、貸出冊数が増加しました。

○地域の学習拠点、コミュニティの場として、公民館や
コミュニティ施設を安全で快適に使用できるよう整
備するとともに、幅広い世代に向けた講座の開設や多
分野にわたるサークル活動を通して、人材育成を推進
しました。 
○図書館の利用を促進するため、学校や近隣市町と連携
した取組などを行うことで、読書に親しむ人を増やす
とともに、「図書館だより」の発行や広報紙、ＣＡＴ
Ｖなどでの情報発信により図書館の魅力を広く周知
しました。

■施策５ スポーツ・レクリエーションの推進 
前期基本計画【2008（Ｈ20）～2012（H24）】 後期基本計画【2013（H25）～2017（H29）】 

○市が実施するスポーツ事業をはじめ、体育協会16主催
の体育大会を支援するなど、スポーツ事業の充実に取
り組みました。 
○各種スポーツ団体主催の大会などを支援し、スポーツ
団体の活動基盤強化に努めました。

○多様なスポーツ事業やスポーツ推進委員会と連携し
た市政出前講座17を実施し、健康・体力づくりと親睦
を深める場を提供しました。 
○耐震化工事やＡＥＤ18の設置などにより、社会体育施
設を安全・安心に利用できるようにしました。

■施策６ 青少年の育成
前期基本計画【2008（Ｈ20）～2012（H24）】 後期基本計画【2013（H25）～2017（H29）】 

○補導委員会、学校、ＰＴＡ、保護司、警察など、関係
機関による青少年健全育成懇談会を実施するととも
に、学校、ＰＴＡ、警察、兵庫教育大学、補導委員会
など、関係機関による「ネット見守り隊」を設置し、
活動を開始しました。 

○「ネット見守り隊」によるネット監視活動や啓発活動、
研修会の実施などにより、非行の抑止及びインターネ
ット上のトラブル防止につながりました。加えて、市
内中学校において、ネット利用のルールをつくるな
ど、生徒が主体的に情報モラル19の向上に取り組みま
した。 
○「子ども見守り隊」による登下校の見守りや子どもた
ちへの声かけにより、登下校時の安全を確保するとと
もに、地域ぐるみで守るという意識を高めました。

14 「生涯学習」とは、人が生涯にわたり学び・学習の活動を続けていくことをいう。
15 「ＣＡＴＶ」とは、「Cable Television」の略で、アンテナを用いずに、映像をケーブルで伝送する有線のテレビをいう。
16 「体育協会」とは、市民の体力向上と健全な体育振興を図り、文化社会の建設に寄与することを目的とし、市民スポーツの振興及び
市民の健康・体力・仲間づくりを図るとともに、各種目スポーツ競技力の向上と競技人口の拡大を図ることを目的として設立された
団体をいう。 

17 「市政出前講座」とは、本市の事業や取組などの講座メニューの中から希望される講座について、市の職員が講師として地域に出向
き講義や話をすることをいう。 

18 「ＡＥＤ」とは、「Automated External Defibrillator」の略で、自動体外式除細動器のことであり、心室細動という不整脈を起こし
ている心臓に電気ショックを与え（電気的除細動）、心臓の働きを戻すことを試みるための医療機器をいう。

19 「情報モラル」とは、情報社会で適正に活動するための基となる考え方や態度をいう。
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政策Ⅱ「安全」人と自然が調和した 安全なまち  
■施策１ 豊かな自然の保全・活用 

前期基本計画【2008（Ｈ20）～2012（H24）】 後期基本計画【2013（H25）～2017（H29）】 
○南山２号近隣公園を整備しました。
○かとう自然がっこう（川の巻）の実施により、市民に
水辺環境の再認識を啓発しました。

○環境学習を実施し、幼少期から身近な環境問題への関
心を高めました。 
○企業の森づくり活動のボランティアを受け入れるこ
とで、里山の環境保全を推進しました。

■施策２ 環境にやさしい暮らしづくり
前期基本計画【2008（Ｈ20）～2012（H24）】 後期基本計画【2013（H25）～2017（H29）】 

○従来からの自治会単位での道普請、溝普請20に加えク
リーンキャンペーンが実施されるなど、まちの美化・
環境活動への意識が高まりました。また、河川環境美
化整備事業を市内で一本化しました。 
○公共用水域の水質監視など、快適な生活環境を確保す
る体制づくりに取り組みました。 
○環境活動団体「加東エコ隊」を結成し、市民目線での
環境教育などを普及啓発するとともに、かとう環境パ
ートナーシップ21協定で賛同を得た事業所などと協
働して、地球規模の環境問題に取り組める環境が整い
ました。

○空家等の適正管理や利活用を推進するため、空家等対
策計画を策定しました。 
○公共施設への太陽光発電システムの設置やエコハウ
ス設備22の設置補助などにより、低炭素社会23への転
換を図りました。その一方で、一定規模以上の太陽光
発電設備設置事業に対する届出を義務付け、良好な生
活環境の確保に取り組みました。 
○市域のごみ処理一元化に向けた準備を進めました。 

20 「道普請」とは、道をきれいにする共同作業を、「溝普請」とは、用水路や排水路などを地域住民で清掃することをいう。普請とは
「普く請う（あまねくこう）」、広く大衆に請い行うという意味。

21 「パートナーシップ」とは、友好的な協力関係をいう。
22 「エコハウス設備」とは、窓・ガラス、太陽熱利用システム、高効率給湯器、蓄電池など、家庭から排出される二酸化炭素の抑制及
び環境への負荷の少ない省エネルギー、創エネルギー等の普及促進を図るために住宅に設置される設備をいう。

23 「低炭素社会」とは、二酸化炭素の排出を大幅に削減する社会をいう。 
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■施策３ 交通安全・防火体制の充実 
前期基本計画【2008（Ｈ20）～2012（H24）】 後期基本計画【2013（H25）～2017（H29）】 

○社市街地地区の歩車共存化24事業を実施し、歩行帯を
設けることで、誰もが安全で快適に移動できる交通空
間を創出しました。また、市内小・中学校の通学路に
も歩行帯を設け、児童・生徒の通学の安全に取り組み
ました。 
○消防施設・資機材の整備はもとより、職員が業務に必
要な資格を取得するとともに、救命士研修など知識・
技能の向上に努めました。また、潜水隊員５名を養成
し、現場活動隊員を確保するなど、消防力を強化しま
した。 
○ＡＥＤの普及に伴い、事業所や各種団体からの要請に
応じて、心肺蘇生法やＡＥＤの取扱方法について講習
しました。また、高規格救急車25を２台更新し、救急・
救命体制を充実・強化しました。

○地区からのカーブミラーの設置要望に適切に対応す
るとともに、通学路における防護柵・歩行帯を充実す
るなど、安全・安心な道路環境を確保しました。
○自転車シミュレーター26を導入・活用し、地域交通安
全教室やイベントなどにおいて、交通安全意識の啓発
に努めました。 
○北はりま消防組合と連携し、設備・資機材の整備や加
東消防署の新庁舎建設などを進め、消防力のさらなる
強化を図りました。 
○災害現場において、救急隊と医療機関の連携を強化す
ることで、ドクターカーやドクターヘリによる早期医
療介入が可能になりました。 
○地域防災力の充実・強化を図るため、消防団活動に必
要な装備品を順次支給しました。

■施策４ 災害に強いまちづくり 
前期基本計画【2008（Ｈ20）～2012（H24）】 後期基本計画【2013（H25）～2017（H29）】 

○市内の過去最大の浸水被害を踏まえ、排水ポンプ積載
車を導入するなど、防災・減災力を強化しました。

○市内全域への防災行政無線の整備をはじめ、ハザード
マップの作成、避難所用のＬＰガス発電機の導入、非
常用物資の備蓄など、防災基盤を充実しました。 
○他の自治体や民間企業と災害時における応援協定の
締結を進め、災害対策の強化に努めました。 
○雨水排水路を、前期基本計画期間内に実施した天神・
掎鹿谷地区に引き続き、社・梶原地区と北野地区にお
いて整備するとともに、安取雨水ポンプ場の整備工事
に着手し、浸水被害対策の強化に努めました。 
〇緊急遮断弁付耐震性貯水槽を２基整備し、有事の応急
給水拠点を拡充しました。

■施策５ 防犯体制の強化 
前期基本計画【2008（Ｈ20）～2012（H24）】 後期基本計画【2013（H25）～2017（H29）】 

○かとう安全安心ネット27での防犯情報の発信を充実
しました。また、まちづくり防犯グループ28と子ども
見守り隊が連携して防犯活動に取り組む地域がでて
きました。さらに、防犯協会は、啓発や催事の防犯活
動だけでなく、青色防犯パトロール29を開始しまし
た。 
○消費者協会会員を対象に、寸劇などを通してさまざま
な消費者情報を提供しました。また、消費生活相談は、
月１回出張相談を実施するなど、相談しやすい環境づ
くりに取り組みました。

○防犯灯の整備及び防犯カメラの設置を進め、犯罪の抑
制、安全・安心のまちづくりに努めました。 
○消費生活センターの周知や広報紙・市政出前講座など
での情報提供、くらしの安全・安心推進員による啓発
活動など、消費者被害の未然防止に取り組みました。

24 「歩車共存化」とは、自動車の速度を抑制するために道路上にハンプを設置するなど、歩行者と自動車が共存できる工夫を施すこと
をいう。

25 「高規格救急車」とは、高度な救急救命処置を行うための器材を積載した救急自動車をいう。
26 「自転車シミュレーター」とは、自転車特有の危険性をシミュレーション体験できる装置をいう。
27 「かとう安全安心ネット」とは、災害警戒情報、避難情報、防犯情報や気象情報などの緊急情報を携帯電話のメールで通知するサー
ビスをいう。平常時は、かとう安全安心ネットのホームページに防災や防犯啓発情報などを掲載している。 

28 「まちづくり防犯グループ」とは、単位自治会の区域又は複数の単位自治会の区域（最大小学校区程度）を活動区域として、自主的
に地域の安全まちづくり活動（パトロールなど）に取り組むグループをいう。 

29 「青色防犯パトロール」とは、一定の要件を満たした市や地域団体が、自主的に青色回転灯を装着した自動車を用いて防犯のための
パトロールを行う取組をいう。
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政策Ⅲ「安心」健やかで心がふれあう やさしいまち  
■施策１ 子育て支援の充実 

前期基本計画【2008（Ｈ20）～2012（H24）】 後期基本計画【2013（H25）～2017（H29）】 
○妊婦健康診査費助成額を増額するとともに、妊産婦期
からの心の健康対策に取り組みました。また、乳幼児
期についても、5歳児発達相談事業、「早寝・早起き・
朝ごはん」運動を開始するなど、健康の保持とともに
子どもが健やかに育つ環境づくりを進めました。 
○子育てしながら安心して働けるように、保育サービス
（延長、一時預かり事業、休日保育等）を充実しまし
た。 
○障害者生活支援センターを設置し、学齢期の子どもへ
の支援を充実しました。 
○要保護児童対策地域協議会30の構成団体間の連携に
努め、各機関の役割を明確化するとともに、虐待31防
止キャンペーンにより啓発しました。 

○新生児聴覚検査費の助成に加え、妊娠・出産・子育て
安心パートナーを配置し、妊娠期から出産・子育てへ
の切れ目のない支援を行いました。
○「かとう和食の日32」を定め、学校給食での和食の提
供や講演会を通して和食を推進し、健康増進に取り組
みました。 
○認定こども園33へ計画的に移行するとともに、新設認
定こども園の開園に向けた準備を進めました。また、
病児病後児保育34施設「かとっこ」を整備し、安心し
て子育て及び就労ができる環境を整えました。 
○子育て家庭の負担を軽減するため、３歳児から５歳児
の保育料のうち、教育費相当額を助成するとともに、
安心して必要な医療を受けることができるよう中学
校卒業までの医療費を助成しました。 
○幼児期から就労に至るまで、保健、福祉、教育などの
業務を集約し、総合的に支援する拠点施設、発達サポ
ートセンター「はぴあ」を開設し、発達に関するさま
ざまな相談に応じました。 
○赤ちゃんのいる家庭を訪問する「こんにちは赤ちゃん
事業」や親のセルフケアと問題解決力の回復を図る
「ＭＹ ＴＲＥＥペアレンツ・プログラム35事業」な
ど、支援の必要な家庭の早期発見、児童虐待の防止に
努めました。

■施策２ 健康づくりの充実 
前期基本計画【2008（Ｈ20）～2012（H24）】 後期基本計画【2013（H25）～2017（H29）】 

○サンサンチャレンジ事業は、本市を代表する特徴的な
事業として多くの参加を得るとともに、協賛店の拡大
や市民ボランティアによる事業ＰＲなどの協力によ
り、市民全体の健康づくり運動へと進展しました。

○周囲の人の悩みに気づき、こころの健康を支える人材
（ゲートキーパー）の育成を各種団体と連携して行
い、「いのち」を大切にする心の健康づくりを推進し
ました。 
○まちぐるみ総合健診において、慢性腎臓病対策検査
や、胃ＡＢＣ検査を追加するとともに、託児を行うフ
ァミリーデーを設けるなど、健診内容の充実や利便性
の向上に取り組みました。 
○健康づくりを推進するリーダー（元気応援隊）を育成
し、市民主体の健康づくりの取組を支援しました。元
気応援隊はサンサンチャレンジ事業でも活動し、市民
の健康づくりについて広く啓発しました。

30 「要保護児童対策地域協議会」とは、２００４（平成１６）年の児童福祉法の改正により、虐待を受けた児童などに対する市町村の
体制強化を行うため、関係機関が連携を図り、児童虐待などへの対応を行う地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク）をいう。

31 「虐待」（児童虐待）とは、自分の保護下にある者に対して、暴力を振るったり、日常的にいやがらせや無視をするなどの行為をい
う。身体的虐待、心理的虐待、性的虐待、ネグレクト（養育の放棄、怠慢）などがある。

32 「かとう和食の日」とは、記念日の制定やユネスコ無形文化遺産に登録された和食が、栄養バランスに優れていることから、１１月
２４日を、市を挙げて和食に親しめる日として定めたもの。 

33 「認定こども園」とは、幼稚園と保育所の機能や特徴をあわせもち、幼児期の学校教育・保育、地域での子育て支援を総合的に提供
する施設で、「保護者が働いている・いない」に関わらず利用できる。

34 「病児病後児保育」とは、病気（病気の回復期を含む。）などで、保育所等での集団生活が困難な児童を一時的に保育することをい
う。 

35 「ＭＹ ＴＲＥＥペアレンツ・プログラム」とは、養育者の子どもへの不適切な関わり（身体的虐待・心理的虐待・ネグレクト）の
改善と虐待行動の終止を目的とする心理教育プログラムをいう。
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■施策３ 高齢者保健福祉の充実 
前期基本計画【2008（Ｈ20）～2012（H24）】 後期基本計画【2013（H25）～2017（H29）】 

○はり・灸・あんま・マッサージ施術費の助成は、利用
者の減少を踏まえ所得制限を設けるとともに、助成額
を半減しました。 
○市直営の介護予防36事業により、地域で生活している
参加者それぞれに適した支援を実施しました。 
○各種の生活支援事業を実施しました。 
○６５歳から６９歳、７０歳から７４歳、７５歳以上、
それぞれの年齢層に応じた制度に基づき、適正に医療
給付を行いました。
○単位老人クラブを中心に、社会奉仕、教養講座、健康
増進など、さまざまな社会参加活動が実施されまし
た。 
○介護保険サービス37事業者が適正かつ良質なサービ
スを提供するために、監査指導を実施するとともに、
介護報酬請求の適正化に取り組みました。 
○２００６（平成１８）年度に創設された地域密着型サ
ービス38が定着し、利用者が年々増加しました。また、
さまざまな在宅サービスにおいては、必要量に対して
供給量がほぼ確保されました。

○地域や民生児童委員39、社会福祉協議会40などと連携
し、高齢者が元気でくらせるよう、介護予防や生きが
い、健康づくりを推進しました。 
○制度に基づき、対象者へ適切に医療費を助成し、必要
な医療を受けやすい環境の確保に努めました。
○ケアプラン41の点検を行うとともに、ケアマネージャ
ー42の研修や支援を通して、適切な介護サービスを提
供しました。 
○地域包括支援センター43を拠点とした総合的な支援
や地域密着型サービス施設の整備など、住み慣れた地
域で安心して生活を送れるよう取り組みました。 
○ケアホームかとうでは、関係機関との連携による利用
者情報の共有やニーズへの対応に取り組むことで、利
用者の増加につながりました。 

36 「介護予防」とは、要介護になることをできる限り防ぐ（遅らせる）こと。また、要介護状態であっても、それ以上悪化しないよう
にすることをいう。 

37 「介護保険サービス」とは、要支援、要介護状態と認定した高齢者に対して提供する保険給付で、訪問サービス、通所サービス、短
期入所サービス、福祉用具貸与、介護保険施設サービスなどをいう。 

38 「地域密着型サービス」とは、要介護認定者等が、住み慣れた地域で受ける介護サービスや介護予防サービスのことをいう。 
39 「民生児童委員」とは、厚生労働大臣から委嘱され、それぞれの地域において、常に、住民の立場に立って相談に応じ、必要な援助
を行う者をいう。社会福祉の増進に努めるとともに、地域の子どもたちが元気に安心してくらせるように、子どもたちを見守り、子
育ての不安や妊娠中の心配ごとなどの相談・支援等を行う。

40 「社会福祉協議会」とは、社会福祉法を根拠に市町村等に一つ設置され、社会福祉を目的とする事業の企画や実施、住民参加の援助
等を行う法人をいう。地域の社会福祉問題の解決や住民生活の向上を目的として、住民の代表と公私の福祉機関・団体により構成さ
れる。 

41 「ケアプラン」とは、要介護等認定者や家族の希望を取り入れ、サービス担当者会議での専門家の協議により、利用者のニーズと生
活上の問題解決のために必要な具体的なサービスに関し作成する介護支援計画をいう。 

42 「ケアマネージャー」とは、介護を必要とする方が介護保険サービスを受けられるように、ケアプランの作成やサービス事業者との
調整などを行う有資格者（介護支援専門員）をいう。

43 「地域包括支援センター」とは、地域の高齢者の心身の健康維持、保険・福祉の向上、医療との連携、生活の安定のために必要な援
助・支援を包括的に行う中枢機関をいう。 
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■施策４ 障害者・要援護者福祉の充実 
前期基本計画【2008（Ｈ20）～2012（H24）】 後期基本計画【2013（H25）～2017（H29）】 

○障害者生活支援センターを設置し、相談支援体制を充
実するとともに、発達障害者（児）療育44等支援事業
を委託するなど、療育事業を充実しました。
○生活相談者の生活保護申請意思に対して、適切に対応
しました。 
○ひとり親家庭に対して、専門的な相談機関を活用し、
就労につながるよう支援しました。 

○手話言語条例の制定や手話講座の開催等により、聴覚
障害者の社会参加促進と市民の意識向上を図りまし
た。 
○障害者就労施設等からの物品等の調達方針を制定し、
調達に努めることで障害者等の経済面の自立を進め
ました。また、障害者生活支援センターと連携し、個々
の障害者の適性に応じた就労支援を行いました。
○関係部署・機関等と連携した生活困窮者等の総合相談
窓口を設置し、適切な支援を行いました。
○経済的に就学困難な児童・生徒の保護者へ学用品・給
食費等の就学援助を行いました。
○ひとり親家庭などの自立支援として、母子・父子自立
支援員を配置し、相談支援体制を充実するとともに、
高等学校卒業程度認定試験合格支援事業を開始しま
した。

■施策５ 医療の充実
前期基本計画【2008（Ｈ20）～2012（H24）】 後期基本計画【2013（H25）～2017（H29）】 

○国民健康保険加入者の生活習慣病やメタボリックシ
ンドローム45の減少に向けて、特定健康診査46の結果、
特定保健指導47が必要となった方を対象に、保健師や
管理栄養士が、訪問指導を行いました。
○国民健康保険加入者については、特定健康診査負担額
の減額や、まちぐるみ健診でのがん検診（胃、肺、大
腸）を無料化し、受診しやすい環境を整えました。ま
た、レセプト点検48などにより、医療費の適正化を推
進するとともに、国民健康保険税収納率の向上に取り
組みました。 

○常勤の産婦人科医や内科医を確保するとともに、近隣
公立病院間の相互診療応援を行うなど、市内で不足す
る医療の確保に努めました。
○市民病院を、「急性期機能49を維持しつつ、回復期機
能50を強化することにより、急性期治療を終えた患者
等の在宅復帰に向け支援する病院」として位置付け、
地域包括ケア病棟51を開設しました。 
○病院事業に、地方公営企業法の全部を適用し、経営基
盤の強化を図りました。 
○国民健康保険加入者に対して、人間ドック受診費用を
助成し、健康増進及び医療費の適正化を図りました。

■施策６ 地域保健・地域福祉の推進 
前期基本計画【2008（Ｈ20）～2012（H24）】 後期基本計画【2013（H25）～2017（H29）】 

○市民一人ひとりのライフステージに応じた保健・医
療・福祉の連携に取り組みました。
○ボランティアの啓発や社会福祉協議会主催の「かとう
福祉学校」の開催、震災ボランティアなどの人材が増
加しました。また、ボランティア活動に対する認識も
高まりました。

○地域包括支援センターのサブセンターを加東市民病
院に配置し、密に連携を取ることで、効率的かつ効果
的な運営を行いました。
○民生児童委員やボランティア等と連携しながら、地域
福祉活動52を推進しました。 

44 「療育」とは、言葉や身体機能など発達に遅れのある子どもが、社会的に自立できるように取り組む治療と教育のことをいう。
45 「メタボリックシンドローム」とは、内臓に脂肪が蓄積した肥満（内臓脂肪型肥満）によって、さまざまな病気が引き起こされやす
くなった状態をいう。 

46 「特定健康診査」とは、メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）に着目し、糖尿病、脂質異常症などの生活習慣病の予防を図
ることを目的とした健康診査をいう。国民健康保険や健康保険組合などが、４０歳から７４歳までの加入者を対象に実施する。 

47 「特定保健指導」とは、特定健康診査の結果から、生活習慣病の発症リスクが高く、生活習慣の改善により、予防効果が多く期待で
きる人に対して、生活習慣を見直すサポートを行うことをいう。対象者が自分の健康状態を自覚し、自主的な取組を継続的に行うこ
とができるよう、専門家（医師・保健師・管理栄養士等）がさまざまな働きかけやアドバイスを行う。

48 「レセプト点検」とは、医療機関が保険者（市町村や健康保険組合等）に請求する医療費の診療報酬明細書に、不備や誤りがないか
を確認する作業のことをいう。 

49 「急性期機能」とは、状態が不安定であって、症状の観察などの医学的管理や、傷の処置などの治療を日常的に必要とする（急性期）
患者に対し、その患者の状態の早期安定化に向けて、医療を提供する機能をいう。

50 「回復期機能」とは、急性期治療を終えた患者に対し、在宅復帰に向けた医療やリハビリテーションを提供する機能をいう。
51 「地域包括ケア病棟」とは、急性期治療を終えた患者及び在宅療養を行っている患者等の受入や患者の在宅復帰支援等を行う機能を
有し、地域包括ケアシステムを支える役割を担う病棟をいう。 

52 「地域福祉活動」とは、市民のさまざまな生活課題を地域全体の問題として捉え、地域で考え、話し合い、協力して解決していく活
動をいう。 
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政策Ⅳ「活力」魅力ある資源を活かした 誇りのもてるまち  
■施策１ 農業の高度化

前期基本計画【2008（Ｈ20）～2012（H24）】 後期基本計画【2013（H25）～2017（H29）】 
○集落営農53組織や認定農業者54が増加しました。 
○たい肥の散布事業などにより、有機農業を推進しまし
た。 
○地域で生産された農産物等が地域の直売所で販売さ
れるなど、地産地消に対する市民の意識が高まりまし
た。 
○農業用水の安定的な確保と防災上の観点から、老朽た
め池や水路を計画的に改修しました。
○農地や農業用水路などの資源を保全するため、農地・
水・環境保全向上対策55に取り組む集落を支援しまし
た。 
○有害鳥獣について、捕獲檻の設置及び捕獲活動を実施
しました。 
○獣害防止の方法を周知するとともに、被害にあった地
域で獣害防止を指導しました。

○「加東市日本酒による乾杯を推進する条例」の制定や
「山田錦乾杯まつり」の実施などにより、特産山田錦
の振興やブランド力の向上に取り組みました。 
○農地中間管理事業56を活用した農地の集積・集約や経
営所得安定対策制度57、中山間地域等直接支払制度58
の適切な運用により、農業経営の安定と営農活動を支
援しました。 
○多面的機能支払交付金事業59を活用した地域共同に
よる農地・農業用水等の資源の保全管理や農村環境の
保全などの取組を推進しました。 
○侵入防止柵の整備や猟友会への捕獲活動支援により、
有害鳥獣対策を推進しました。 
○本市の農業振興のマスタープランとなる地域農業活
性化ビジョンを策定しました。 

■施策２ 森林の保全・活用
前期基本計画【2008（Ｈ20）～2012（H24）】 後期基本計画【2013（H25）～2017（H29）】 

○環境や防災の観点から里山60を、市民の「緑」に関す
る取組や子どもたちの自然体験学習の場として活用
しました。（鴨川ひびきの森、やしろの森公園） 
○北はりま森林組合に加入し、里山保全や緊急時の災害
に対応できる体制づくりに取り組みました。

〇森林管理巡視員による森林パトロールの実施により、
山林火災や山地災害、違法な伐採や開発行為を未然に
防ぎ、森林の保全を図りました。

53 「集落営農」とは、集落を単位として、農業生産過程の全部又は一部について、共同で取り組む営農活動をいう。
54 「認定農業者」とは、市が定める「農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想」に示した目標に向け、経営の改善を進めよう
とする計画を作成し、市がその計画を認定した農業者をいう。 

55 「農地・水・環境保全向上対策」とは、農地・水・環境の良好な保全とその質の向上を図るため、地域ぐるみによる効果の高い共同
活動を支援する取組をいう。 

56 「農地中間管理事業」とは、担い手への農地集積・集約化により、農地の有効利用や農業経営の効率化を進めるため、農地の借受け・
貸付け、管理、基盤整備等による利用条件の改善を行う仕組みをいう。

57 「経営所得安定対策制度」とは、農家や農業法人などの農産物販売者に、米などの農産物の販売価格と生産コストの差額を補てんす
る制度をいう。

58 「中山間地域等直接支払制度」とは、平地から山間地にかけての傾斜が多く、農業に不利な地域において、農業生産条件の不利を補
正する農家等への交付金により、農業生産活動の維持を通して、耕作放棄地の発生を防止し、多面的機能の確保を図る制度をいう。

59 「多面的機能支払交付金事業」とは、農業、農村の有する多面的機能の維持・発揮を図るための地域の共同活動に係る支援を行い、
地域資源の適切な保全管理を推進するための交付金を交付する事業をいう。

60 「里山」とは、集落、人里に接した山、あるいはそのような地形で、薪や炭、肥料を得るなど、生活に結びついていた森をいう。近
年、自然とのふれあいを求める場や生物多様性の確保の場として注目され、各地で保全活動が行われている。
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■施策３ 地域産業の活性化 
前期基本計画【2008（Ｈ20）～2012（H24）】 後期基本計画【2013（H25）～2017（H29）】 

○異業種間交流や、産学公人材イノベーション推進協議
会61などを通したさまざまな連携を進めました。 

○国道１７５・３７２号交差部周辺活性化基本計画を策
定するとともに、やしろショッピングパークＢｉｏの
既存ストック62を活用した中心市街地の活性化やに
ぎわいの拠点づくりに向けた取組を進めました。 
○市内飲食店等の情報を掲載したグルメパスポートを
発行し、利用を促進することで、地域商業の活性化を
図りました。 
○地域の新たな交流の場として、児童館施設と集会施設
等を兼ね備えた南山活性化支援施設「Ｍｉｎａ-Ｋｕ
ｒｕ（ミナクル）」を整備しました。 
○地域経済活性化基本計画に基づく施策を展開し、地域
経済の活性化に寄与しました。

■施策４ 新産業の創出 
前期基本計画【2008（Ｈ20）～2012（H24）】 後期基本計画【2013（H25）～2017（H29）】 

○厳しい経済状況の中で、ひょうご東条ニュータウンイ
ンターパークを中心に、新たな企業進出が得られまし
た。 
○滝野工業団地が完売しました。 

○企業立地優遇制度の見直し・拡充により、企業の立地
が促進され、ひょうご東条ニュータウンインターパー
クが完売しました。 
○新たな工業団地用地の確保に向け、企業の立地動向や
意向調査、用地の適正について調査を行い、候補地を
選定しました。 
○創業支援事業計画を策定し、国の認定を受けたこと
で、商工会と連携して実施する創業支援事業の支援を
受けた創業者が優遇措置を受けられるようになりま
した。

■施策５ 観光産業の活性化 
前期基本計画【2008（Ｈ20）～2012（H24）】 後期基本計画【2013（H25）～2017（H29）】 

○観光ボランティア63を組織し、観光協会活動を活発化
しました。 
○観光ネットワーク事業や「播磨の国宝巡り」などを実
施しました。 

○観光協会やツーリズム64協会、北播磨広域観光協議会
や北播磨広域定住自立圏の関係市町等と連携し、観光
資源の活用や広域的な情報発信を行いました。
○キャラクターフェスティバル ｉｎ かとうやたびー
らＳＡＫＵＲＡ ＆ ＳＷＥＥＴＳ ＲＩＤＥ ｉｎ か
とうの開催、加東市最高峰の愛称命名など、本市のイ
メージアップや魅力の発信につながる新たな取組を
展開しました。

■施策６ 雇用対策の充実 
前期基本計画【2008（Ｈ20）～2012（H24）】 後期基本計画【2013（H25）～2017（H29）】 

○就労支援室による就労相談などを実施するとともに、
積極的に企業を訪問し、就労機会や求人情報を把握し
ました。 
○女性や高齢者など、多様な勤労者の雇用・就労機会の
拡大に向けて、ハローワーク西脇、北播磨県民局、商
工会、企業会、福祉担当部署とのネットワークを強化
しました。

○就労支援室において、就労相談、企業訪問など、求職
者の就職支援及び職場定着支援を実施しました。 

61 「産学公人材イノベーション推進協議会」とは、兵庫県立大学や県内の経済団体、行政などが連携し、地域振興を進める組織をいう。
62 「既存ストック」とは、これまでに整備された基盤施設や公共施設、建築物等の都市施設のことをいう。 
63 「観光ボランティア」とは、観光客などに対して、観光地や施設についての案内や紹介などを行うこと、又はその人をいう。 
64 「ツーリズム」とは、旅行、観光旅行、観光事業、観光案内事業の総称をいう。
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政策Ⅴ「快適」暮らしと憩いが響きあう 心地よいまち  
■施策１ まち並みづくり 

前期基本計画【2008（Ｈ20）～2012（H24）】 後期基本計画【2013（H25）～2017（H29）】 
○地域の実情や役割にあった秩序ある土地利用を推進
しました。 
○花や緑に親しみ、育てることを通して地域住民が交流
する場として、緑化イベントを開催しました。 
○地域に合った花苗の植栽や沿道緑化活動により、四季
折々の景色が楽しめる良好なまち並み形成に努めま
した。 

○社地域の商業活性化に向けた市街化の促進や南山地
域における用途地域65の見直しの検討、特別指定区域
制度66活用ガイドラインの作成による制度利用促進
など､地域の実情に合った機能的な土地利用を推進し
ました。 
○天神東掎鹿谷地区地区計画67の策定や建築協定68の適
切な運用などにより､良好な景観の保全や美しいまち
並みの形成を図りました。 
○公園施設長寿命化計画を策定し、計画に基づき、修
繕・更新を実施するとともに、アドプト69事業を導入
し、市民と協働で維持管理を行いました。

■施策２ 良好な住環境づくり
前期基本計画【2008（Ｈ20）～2012（H24）】 後期基本計画【2013（H25）～2017（H29）】 

○市営住宅高岡団地（４棟１６戸）を整備しました。
○区画整理事業を推進するとともに、市街化調整区域70
においては特別指定区域（地縁者住宅）を指定しまし
た。 

○市営住宅小元団地（８棟４８戸）の建替事業に着手し、
整備を進めました。 
○天神東掎鹿谷土地区画整理事業71の面的な整備が完
了し、新たな宅地が造成されました。
○耐震診断・耐震改修の促進や高齢者・障害者に対応し
た住環境整備の経費の助成などを通して、安全で安心
な住宅づくりを推進しました。

■施策３ ユニバーサル社会72づくり 
前期基本計画【2008（Ｈ20）～2012（H24）】 後期基本計画【2013（H25）～2017（H29）】 

○社市街地地区をモデルケースとして、ユニバーサル社
会づくり事業に取り組みました。 

○道路の歩車共存化、公園のトイレのバリアフリー73化
など、社市街地地区をはじめ、市内のユニバーサル社
会づくりを推進しました。 
○小中学校や公民館、文化会館におけるトイレの洋式化
やエレベータの設置など、バリアフリー化を進めまし
た。

65 「用途地域」とは、都市計画法に定められた制度であり、地域ごとに建てられる建築物の種類や大きさを定めるもので、住居系や商
業系、工業系を基とした１２種類に分類される。 

66 「特別指定区域制度」とは、人口減少による産業の衰退や、農地と宅地の混在といった土地利用の混乱など、市街化調整区域におけ
る課題に対応するために創設された制度をいう。

67 「地区計画」とは、都市計画法に定められた制度であり、地域住民を主体とし、その合意形成により、地域特性に応じたきめ細やか
な建築物の制限を定めることができる計画。 

68 「建築協定」とは、建築基準法に基づくもので、建築基準法で定められた基準に上乗せする形で設けられる。建築における最低基準
を全国一律に定める建築基準法では満たすことのできない地域の個別的な要求を満足させ、住宅地としての環境、商店街、工業団地
としての利便を高度に維持・増進するなど、建築物の利用を増進し、土地の環境を改善するため、土地所有者などの合意により協定
を結ぶ制度。

69 「アドプト」とは、地域住民や事業者などが、道路、公園、河川などの公共空間を管理し、維持していく活動をいう。
70 「市街化調整区域」とは、都市計画法により定められた都市計画区域の一つで、自然環境や農地などを保全するとともに、無秩序な
開発を防ぐために、市街化を抑制すべき地域のこと。 

71 「土地区画整理事業」とは、土地区画整理法により、都市計画区域内で、土地の区画形質を変更したり、道路や公園などの公共施設
の新設や変更を行う事業のことをいう。

72 「ユニバーサル社会」とは、年齢や性別、文化の違いに関わりなく、誰もが安心してくらせる社会をいう。
73 「バリアフリー」とは、障害のある人が社会生活をしていくうえでの障壁を取り除くことをいう。段差など、物理面の障壁に限らず、
社会参加を困難にする社会的、制度的、心理的な障壁の除去を含む。
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■施策４ 情報通信サービスの充実 
前期基本計画【2008（Ｈ20）～2012（H24）】 後期基本計画【2013（H25）～2017（H29）】 

○地上デジタル放送に対応するとともに、地域に密着し
たさまざまな情報を発信しました。また、防災情報を
適時放送しました。 

○ＣＡＴＶの運営を、民間通信事業社との協業体制に切
り替え、民間施設を利用した運営に転換することで、
設備投資の軽減、情報提供の安定を図りました。 
○地域や学校と連携した市民参加型の番組づくりを行
うとともに、警察・消防などの各行政機関の情報を多
面的に扱うことで、情報サービスを充実しました。

■施策５ 道路環境・ネットワークの充実
前期基本計画【2008（Ｈ20）～2012（H24）】 後期基本計画【2013（H25）～2017（H29）】 

○社市街地地区において、歩車共存化事業に取り組み、
歩行帯を整備しました。
○県道小野藍本線整備と歩調をあわせ、市道東条社線の
整備や市道天神横谷線の整備を進めました。 
○交通渋滞の緩和、幹線道路間の連絡性の強化として、
都市計画道路梶原幹線を整備しました。

○都市計画道路滝野梶原線において、全ての用地買収、
物件移転補償契約が完了し、道路改良工事、滝見橋の
架け替えを進めました。 
○市道赤山河高線において、通学児童の安全確保と利便
性の向上を図るための整備を進めました。 
○生活に密着した道路の拡幅や通学路の歩行帯の整備
を推進しました。 
○道路橋定期点検を実施するとともに、老朽化した橋梁
を計画的に修繕し、長寿命化を図りました。

■施策６ 公共交通機関などの整備 
前期基本計画【2008（Ｈ20）～2012（H24）】 後期基本計画【2013（H25）～2017（H29）】 

○地域公共交通会議を設置し、生活交通の確保等につい
て協議するとともに、持続可能な交通システムとして
有効な自主運行バス74の運行を、米田地区で開始しま
した。 

○公共交通の利便性の向上と、効率的で効果的な交通サ
ービスの実現を目指すため、地域公共交通網形成計画
を策定し、その取組を進めました。 
○鴨川地区において、自主運行バスの運行を開始しまし
た。地域ぐるみで取り組むことにより、利用者数の増
加につながりました。

■施策７ ライフライン75などの充実 
前期基本計画【2008（Ｈ20）～2012（H24）】 後期基本計画【2013（H25）～2017（H29）】 

○水道の安定的供給を達成し、給水原価を約１０パーセ
ント節減しました。 
○下水道について、安定的な水処理が達成できました。
また、水洗化率の向上が図れました。

○前期基本計画期間に引き続き、事業運営の効率化によ
る維持管理費の節減等により、給水原価をさらに約２
０パーセント減少させました。 
〇機器の故障や漏水などによる緊急時に、より迅速な対
応が可能となるよう、上下水道施設の集中監視システ
ムを更新し、機能を強化しました。 
○下水道施設の長寿命化を進め、安定処理を行うととも
に、水洗化の促進により、快適な生活環境の向上に努
めました。 
〇公共施設を中心に不明水76 調査を実施し、対策を進
めました。

74 「自主運行バス」とは、バス事業者やタクシー事業者による十分な運送サービスが提供されない場合に、国の登録を受けて市町村や
ＮＰＯ法人等が自家用自動車で行う有償運送サービスをいう。

75 「ライフライン」とは、水道、電気、ガス、電話など、日常生活に不可欠な管や線で結ばれたシステムの総称。
76 「不明水」とは、雨天時に下水道管に流入する雨水などをいう。
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政策Ⅵ「協働」多様なきずなが織りなす 協働のまち  
■施策１ 人権教育・啓発の充実 

前期基本計画【2008（Ｈ20）～2012（H24）】 後期基本計画【2013（H25）～2017（H29）】 
○差別や偏見の解消をはじめ、人権施策の総合的推進に
積極的に取り組みました。 
○あらゆる人が人権教育を受けられる環境を整備する
とともに、研修などで得られた知識を活かせる環境づ
くりに取り組みました。 

○互いに人権が尊重される差別のない社会を実現する
ため、市民との協働、関係機関との連携により、人権
教育・啓発活動を推進しました。 
○男女共同参画市民会議を設置し、配偶者等暴力（ＤＶ）
対策基本計画を含む男女共同参画プランの推進状況
を検証しました。 
○配偶者暴力相談支援センターを開設し、ＤＶ77被害の
相談・支援体制の充実を図りました。

■施策２ コミュニティづくり 
前期基本計画【2008（Ｈ20）～2012（H24）】 後期基本計画【2013（H25）～2017（H29）】 

○市内全ての小・中学校区で「住民自治組織78」が設立
され、県の「県民交流広場事業79」への支援や「まち
づくり活動費補助金」の交付により、コミュニティの
活性化とともに自主的な地域づくりが進められまし
た。 
○地域に密着した防犯、防災、環境美化、ひとり暮らし
老人等の要援護者80救済などの諸課題に対して、地域
と行政が協力しながら取り組み、地域における住民自
治が進みました。 
○ＮＰＯ法人81や団体などの公益市民組織のさまざま
な活動に対して、「まちづくり活動費補助金」を交付
し、団体等の積極的な活動を支援しました。

○地区公民館の建築・修繕に対する補助金制度を拡充
し、地域コミュニティの促進を図りました。 
○まちづくり活動の補助メニューを拡充するとともに、
活動団体相互の交流・発表・意見交換の場を設けるな
ど、市民の自発的な活動を推進しました。
○輝く加東まちづくりコンソーシアム82が中心となり、
地域公共交通・公共施設適正化のフォーラムなどを開
催し、市の重要課題について市民の理解を深め、今後
の取組に活かすきっかけづくりとしました。 

■施策３ 市民主体・自立のまちづくり
前期基本計画【2008（Ｈ20）～2012（H24）】 後期基本計画【2013（H25）～2017（H29）】 

○市政懇談会の実施や公募委員の採用をはじめ、市民が
参加、参画できる環境の整備を進めました。 

○市政懇談会やまちづくりタウンミーティングの開催
など、多様な市民のニーズを市政に反映させるよう努
めました。 
○小学校区単位に地域担当連絡調整員を配置し、市政情
報を定期的に地域に提供するとともに、地域の意見や
要望等を把握し、市政に反映しました。

■施策４ ボランティア活動の促進 
前期基本計画【2008（Ｈ20）～2012（H24）】 後期基本計画【2013（H25）～2017（H29）】 

 ○子育て応援ボランティアや介護予防・生活支援サポー
ターの養成をはじめ、観光協会や社会福祉協議会と連
携し、観光ボランティアや福祉ボランティアの活動を
支援しました。

77 「ＤＶ」とは、「Domestic Violence」の略で、配偶者や恋人など親密な関係にある、又はあった者から振るわれる暴力をいう。
78 「住民自治組織」とは、一定の地域を基盤とし、自治会や町内会のほか、地域内の住民、ＮＰＯ法人などの団体で構成された地縁に
よる組織のことをいう。 

79 「県民交流広場事業」とは、法人県民税の超過課税収入を活用した事業で、概ね小学校区を単位としたコミュニティを対象に、住民
組織による身近な活動の「場」づくりと活動の充実を助成などにより支援するもの（県の事業）。 

80 「要援護者」とは、重度の障害のある人やひとり暮らし高齢者など、日常において支援を必要とする人のことをいう。 
81 「ＮＰＯ法人」とは、「Non Profit Organization」の略。市民が主体となって、社会的活動を行っている民間の非営利団体をいう。
82 「コンソーシアム」とは、共同体、共同事業体のことをいう。特定の目的のために複数の企業等が集まって形成される。
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政策Ⅶ「実現に向けて」まちづくりの目標を支える自主自律の行政経営
■施策１ 行財政の改革

前期基本計画【2008（Ｈ20）～2012（H24）】 後期基本計画【2013（H25）～2017（H29）】 
○第１次行財政改革（２００６（平成１８）年～２００
９（平成２１）年）では、同種の事務事業の統廃合や
定員管理（職員）の適正化など、一定の成果が得られ
ました。さらに、第２次行財政改革（２０１０（平成
２２）年～２０１３（平成２５）年）の取組を進めま
した。 
○滝野庁舎などの貸付けや普通財産の売却を進めまし
た。 
○人事考課制度を導入し、職員の育成に取り組みまし
た。 
○パブリックコメント83制度の導入や審議会等の議事
録の公開、監査意見書等の公開など、積極的な情報提
供に努めました。 
○会議の公開に関する指針を策定し、傍聴機会の拡大な
どに取り組み、行政情報の公開を進めました。

○まちづくり推進市民会議を設置し、事業の進捗状況を
点検・評価、検証することで、市民との協働によるま
ちづくりを推進しました。 
○行財政改革推進計画、公共施設等総合管理計画を策定
し、それらに基づく取組を進めることにより、健全財
政の維持及び行政効率の向上をさらに推進しました。
○認定こども園を新たに整備する嬉野公民研修所跡地
の周辺民有地を取得し、災害発生時の避難地や緊急物
資の集積拠点などにも利活用できる公共広場の整備
に向けた準備を進めました。 
○人口ビジョンとかとう未来総合戦略を策定し、働く世
代住宅取得支援補助金や結婚新生活支援補助金の制
度を創設するなど、人口の維持・増加に向けた施策を
展開しました。 
○研修エントリー制度の導入や人事考課制度における
対象者の拡充、職員採用試験方法の見直しなど、多様
で有為な人材の育成・確保に努めました。 
○ホームページをリニューアルし、見やすさと使いやす
さが向上しました。また、新たにＳＮＳ84の運用を開
始するなど、さまざまな媒体を活用し、積極的に情報
発信しました。

■施策２ 行政運営の推進
前期基本計画【2008（Ｈ20）～2012（H24）】 後期基本計画【2013（H25）～2017（H29）】 

○庁舎統合を決定し、整備に向けて作業を進めました。
○導入当時は非公募であった公共施設の指定管理者に
ついて、全ての施設を公募により選定しました。 

○新庁舎を整備するとともに、窓口ワンストップサービ
ス85の推進やコンシェルジュ86の配置、マイナンバー
カードを利用したコンビニエンスストアでの証明書
の交付など、市民サービスの向上を図りました。
○電子自治体87推進計画を策定し、電子自治体の実現に
向けた取組を進めるとともに、マイナンバー制度の施
行に対応できるセキュリティ強化、適切なシステム改
修を行いました。
○指定管理者制度88の導入を進め、民間ノウハウの活用
による利用者サービスの向上を図りました。 
○北播磨広域定住自立圏形成協定を締結し、加西市・西
脇市・多可町と連携しながら、安全・安心で住みよい
圏域づくりに向けた取組を進めました。

83 「パブリックコメント」とは、市民の参画と市民との協働の市政を推進することを目的として、市行政の全体又は各分野の施策展開
に当たっての基本的な事項を定める計画等の策定の立案段階において、その趣旨、内容等を市民等に公表し、これらについて提出さ
れた具体的な意見を考慮して市が計画等を定めるとともに、意見に対する市の考え方を公表する一連の手続をいう。

84 「ＳＮＳ」とは、「Social Networking Service」の略で、人と人とのつながりを支援するインターネット上のサービスをいう。
85 「ワンストップサービス」とは、ひとつの場所でさまざまなサービスを受けることができる場所・環境のことをいう。 
86 「コンシェルジュ」とは、庁舎内の窓口を総合的に案内する者のことをいう。 
87 「電子自治体」とは、高度に電子化された市民サービス・業務システムを、インターネットなどを利用してオンラインで市民に提供
できる自治体をいう。オンラインによる申請などが可能になることにより、市民は時間・場所などの束縛を受けることなく、さまざ
まな申請を家庭にいながらにして行うことができる。また、各自治体は、情報の電子化により、効率的な業務の遂行が可能になり、
より便利で質の高いサービスを市民に提供することが可能になる。

88 「指定管理者制度」とは、公の施設の管理・運営を、株式会社などの営利企業・財団法人・ＮＰＯ法人・市民グループなどの法人そ
の他の団体に、包括的に代行させることができる制度をいう。
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■施策３ 財政基盤の確立
前期基本計画【2008（Ｈ20）～2012（H24）】 後期基本計画【2013（H25）～2017（H29）】 

○地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づき、
２００８（平成２０）年度から財政健全化判断比率を
算定し、公表しました。財政の健全運営に努め、財政
健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、
実質公債費比率89、将来負担比率90）の各指標を改善
しました。 
○市税等徴収員及び納税相談員設置事業により、徴収コ
ストを意識した効率的な徴収体制を確立しました。ま
た、県の個人住民税等整理回収チームの派遣を受け
て、徴収技能及び徴収率の向上に取り組みました。
○下水道事業会計の経常収支比率91を改善しました。 

○普通交付税をはじめとする財政支援の終了後を見据
え、臨時財政対策債の借入れの抑制と基金への積立を
行い、体力のある財政基盤の確立に努めました。
○現年度分の催告や分納履行監視、県や税理士からの技
術的指導を蓄積・活用した総合的な取組により、市税
の収納率が向上しました。
○ふるさと納税制度92の一層の活用に向けた利用環境
の整備や企業等からの寄附を促進するふるさと応援
活動支援交付金交付制度93の創設などにより、財源確
保を図るとともに、公益目的活動や地域活性化のため
の活動を市と協働で行う団体を支援しました。 
○水道施設の運転管理や窓口業務等の民間委託の推進
をはじめとした経費節減に取り組み、水道事業会計、
下水道事業会計ともに、経常収支比率が、前期基本計
画期間からさらに改善しました。 
○水道料金や下水道使用料についても、滞納整理強化月
間の設定や給水停止措置の強化などにより、収納率が
向上しました。

89 「実質公債費比率」とは、地方公共団体の借入金（地方債）の返済額（公債費）の大きさを、その地方公共団体の財政規模に対する
割合で表したもの。２５パーセント以上になると早期健全化段階になり、財政状況の改善に向けた財政健全化計画を、３５パーセン
ト以上になると財政再生段階となり、地方債の発行などの制約を受けるとともに、財政再生計画を策定し、早期健全化基準を下回る
よう取り組まなければならない。 

90 「将来負担比率」とは、地方公共団体の借入金（地方債）など現在抱えている負債の大きさを、その地方公共団体の財政規模に対す
る割合で表したもの。３５０パーセントを超えると早期健全化段階になり、財政状況の改善に向けた財政健全化計画を策定し、早期
健全化基準を下回るよう取り組まなければならない。 

91 「経常収支比率」とは、経常費用（維持管理費や支払利息等の費用）が経常収益（料金（使用料）収入など）でどの程度賄われてい
るかを見る指標で、企業の財政状態の健全性を示すもの。１００パーセント以上であれば単年度収支が黒字であることを意味する。

92 「ふるさと納税制度」とは、居住地とは別の自治体に寄付すると、寄付額から一定額を差し引いた全額が住民税と所得税から減税さ
れる制度をいう。

93 「ふるさと応援活動支援交付金交付制度」とは、公益目的活動や地域活性化のための活動を市との協働で行っている団体（支援希望
団体）を指定して、市に対する寄付金を原資として、支援希望団体を支援するために市が交付金を交付する制度をいう。
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第３章 本市の魅力

まちづくり市民ワークショップや市民意識調査（アンケート）における市民の思いを踏まえて、本市

の魅力を次のとおりまとめました。この魅力を維持することを基本としながら、子どもの教育や子育て

環境、住環境、地域産業などについては、さらなる充実・発展を目指し、住みよいと実感できる、そし

て、住みたいと思ってもらえるまちづくりを進めていくことが重要になります。 

１ 人間力豊かな子どもを育てるまち 
小中一貫教育の推進をはじめ、２０１５（平成２７）年

度において県下で整備率が第１位となった電子黒板など

のＩＣＴ関連機器を活用した教育や、実用英語技能検定料

の全額助成、市独自の「かとう英語ライセンス制度」など

による英語教育の充実、また、障害の有無に関係なく、全

ての子どもが地域の学校で学べるインクルーシブ教育94

の推進など、質の高い学校教育とともに、安全・安心で信

頼される学校づくりを進めています。 

２ 子育てしやすいまち 
全ての子どもに等しく質の高い就学前教育・保育を提供

するため、保護者の就労状況に関わりなく利用できる「認

定こども園」を普及させるとともに、幼児教育費相当額を

無償化しています。また、病児病後児保育やアフタースク

ールの充実をはじめ、児童館等における多種多様で活発な

活動の展開、中学３年生までの子どもの医療費全額助成な

ど、子育てしやすい環境が整っています。 

３ 人や地域の絆が強い温かなまち 
優しく温かで、おもてなしの心を兼ね備えた市民気質が

あり、また、まちづくり協議会や地区（自治会）が中心と

なって、地域のコミュニティ増進や自発的かつ自立的な地

域づくりが進められており、その中で温かい心が育まれ、

人と人、人と地域、地域と地域のつながり、「絆」が醸成

されています。  

94 「インクルーシブ教育」とは、身体障害や知的障害などの有無に関係なく、誰でも地域の学校で学べるようにする教育のこと。 

写真等 

写真等 

写真等 
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４ 国宝などの重要な文化財があるまち 
西国２５番札所御嶽山播州清水寺、国宝の鹿野山朝光寺

本堂、国指定重要文化財の若宮八幡宮本殿や上鴨川住吉神

社本殿のほか、五峰山光明寺など、多くの歴史的な建造物

があり、また、国指定重要無形民俗文化財上鴨川住吉神社

神事舞などの多くの民俗芸能や、佐保神社秋の大祭をはじ

め、地域の太鼓屋台、獅子舞などの伝統が継承されていま

す。 

５ 豊かな自然がひろがるまち 
のどかな田園環境、加古川や東条川などの自然資源のほ

か、兵庫県立播磨中央公園、兵庫県立やしろの森公園、東

条湖や三草山をはじめとする清水東条湖立杭県立自然公

園、闘竜灘や東条川疏水、多くのため池などがあり、水と

緑豊かな自然環境に包まれるとともに、水生や陸生の動植

物など、多様な生物の生息空間となっています。 

６ 学び・くらしの施設が充実したまち 
国立大学法人兵庫教育大学、兵庫県立社高等学校、中学

校、小学校などの教育施設が充実し、県中部における学び

の中心地となっています。また、文化会館、公民館、図書

館、体育館、グラウンドなどの生涯学習施設も充実してお

り、市民主体の多様な活動が展開されています。さらに、

神戸地方法務局社支局や神戸地方検察庁社支部、社税務署、

神戸地方裁判所社支部、神戸家庭裁判所社支部、社簡易裁

判所、兵庫県北播磨県民局、兵庫県立嬉野台生涯教育セン

ターなど、国や県の学びやくらしに関する施設が集積して

います。 

写真等 

写真等 

写真等 
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写真等 

７ 住み慣れた地域で元気にくらせるまち 
高齢者などを地域全体で支え合う体制づくりをはじめ、

近畿地方で一番早く制定した手話言語条例を基に、手話の

普及促進を図っています。また、「かとう和食の日」など、

あらゆる機会を通した食育95の推進や、健康診断の受診、

運動の習慣化などによる生活習慣病予防や健康増進に積

極的に取り組んでいます。 

８ 地域産業が盛んなまち 
国内生産量の約９割を誇る釣り針「播州針」や鯉のぼり

「播州鯉」、雛人形など、江戸時代から明治にかけて始め

られた多くの伝統的な地場産業や、全国屈指の品質を誇る

酒造好適米「山田錦」、やしろの桃、ぶどう、播磨やしろ

茶、滝野なす、東条産山の芋などの特産品があります。 

また、工業団地を中心に、多くの企業が操業しており、

県下上位の製造品出荷額等を誇ります。 

９ 「ひと」が交流するまち
企業、国立大学法人兵庫教育大学や播磨看護専門学校な

どの立地により、近隣市町からの通勤・通学者の流入が多

く、昼間人口が夜間人口を上回っています。また、数の多

さで全国上位のゴルフ場をはじめ、兵庫県立播磨中央公園、

滝野温泉ぽかぽ、東条温泉とどろき荘、道の駅とうじょう、

東条湖おもちゃ王国などの観光・レジャー施設の立地に加

え、さまざまなイベントの開催により、市外から多くの人

が訪れています。さらに、アメリカ合衆国ワシントン州オ

リンピア市との姉妹都市交流により、市民の国際理解が進

んでいます。 

95 「食育」とは、「食」に関する知識と「食」を選択する力を習得し、健全な食生活を実践することができる人を育てることをいう。

写真等 

写真等 
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写真等 

10 防災・減災対策を積極的に進めるまち 
過去の事象から比較的災害の少ない地域という市民認

識もありますが、万一の災害に備えた消防団、自主防災組

織等の積極的な活動や、河川改修、雨水排水施設や防災行

政無線の整備など、地域の実情に応じた安全・安心施策の

重点的な推進により、本市の総合的な防災・減災力が高ま

っています。

11 快適で住みよいまち 
地域との協働により、豊かな自然環境や歴史的・文化的

環境が保全され、地域の特性を活かした良好な景観や美し

いまち並みが形成されています。また、株式会社東洋経済

新報社発表の「住みよさランキング２０１７」では、県内

第２位、特に、快適度では県内第１位、全国第１４位とな

るなど、本市の住みよさが、さまざまなランキングにおい

て高い評価を得ています。 

12 広域交通に優れたまち 
東西に中国縦貫自動車道と国道３７２号、南北に国道１

７５号が走り、さらに主要県道がつながるなど、広域的な

道路ネットワークが形成されています。また、中国縦貫自

動車道の滝野社インターチェンジとひょうご東条インタ

ーチェンジがあり、ＪＲ加古川線が通るなど、京阪神への

交通アクセスが良好で、産業面においても大きな効果をも

たらしています。 

写真等 

写真等 
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第４章 本市を取り巻く社会潮流

社会潮流は、まちづくりにおいて考慮すべき非常に重要な要素であり、その動きを見据えながら進め

ていく必要があります。また、今後、計画期間中においても新たな動きや変化が生じる可能性があるこ

とから、常にその動きや変化を捉えながら、施策を展開していくことが重要になります。 

１ 少子高齢化や人口減少社会の進行
【全国の動向】 

我が国における人口減少は、今後、加速度的に進むことが見込まれています。また、引き続き合計特

殊出生率が低く推移し、高齢化率が上昇することによる少子高齢化の進行とともに、東京圏に人口が集

中し、地方との人口格差がさらに広がることが予測されています。 

これらの課題に立ち向かうため、国においては、人づくり革命と生産性革命の実現に向けた取組など

が、その土台となる「まち・ひと・しごと創生法」に基づく地方創生の推進とともに重点的に進められ

ています。 

◆日本の将来推計人口◆ 

※年代別人口の合計と人口総数は、端数処理の関係で一致しない場合があります。

※２０１０（平成２２）年の合計値は、年齢不詳分を含んでいます。また、２０１５（平成２７）年の年代別人口

は、「２０１５（平成２７）年国勢調査 年齢・国籍不詳をあん分した人口（参考表）（総務省）」の数値です。 

資料：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所（日本の将来推計人口（２０１７（平成２９）年推計）中位推計96） 

96 「中位推計」とは、日本の将来推計人口では、将来の出生推移・死亡推移について、それぞれ中位、高位、低位の３仮定を設け、そ
れらの組み合せにより９通りの推計を行っており、そのうちの仮定をいずれも中位とした推計をいう。
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【本市の動向】 

本市は、２０１５（平成２７）年国勢調査において、人口減少となる自治体が多い中、幸いにも人口

増加となりましたが、今後、少子高齢化や人口減少社会の進行により、本市においても人口減少期に入

り、まちの活力を担う生産年齢人口97が減少し、人口構造が大きく変化することが予測されます。その

ため、未来を支えるひとづくりやまちの元気づくりとあわせて、人口維持に向けた施策の推進が重要に

なります。 

また、市民の日常生活における自動車交通の果たす役割は大きく、高齢化の進行によって、自家用車

で移動できなくなる人が増加することが予想されることから、今後のさまざまなまちづくり施策の展開

においては、交通弱者への対応が一つの課題になります。 

加えて、今後、地方交付税が減額され、市税の増収を見込むこともできない状況です。そのような中、

団塊の世代が後期高齢者となる２０２５（平成３７）年以降の社会保障費のさらなる増加や、都市基盤

や公共施設の老朽化に伴う維持管理コスト増などが予測されることから、より一層健全な財政運営を行

っていく必要があります。 

◆加東市の将来推計人口◆ 

※２０１５（平成２７）年の年代別人口は、「２０１５（平成２７）年国勢調査 年齢・国籍不詳をあん分した人

口（参考表）（総務省）」の数値です。

資料：国勢調査、加東市（国立社会保障・人口問題研究所推計手法準拠による推計） 

97 「生産年齢人口」とは、年齢別人口のうち、労働力の中核をなす１５歳以上６５歳未満の人口をいう。 
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２ ライフスタイルや価値観の多様化と地域コミュニティの希薄化 
【全国の動向】 
単身世帯や高齢者世帯の増加、プライバシー保護の厳格化や少子化、核家族化の進行、女性の社会進
出の増加などによる家庭環境や社会環境の変化により、ライフスタイルの多様化とともに、価値観やニ
ーズも多種多様になっており、個人の意識も、「ワーク・ライフ・バランス98」など、量から質を求める
方向へと変化しています。このような状況の中、価値観などの多様性を受け入れ、全ての人が参加・参
画し、能力を最大限に発揮することができるダイバーシティ99＆インクルージョン100の考え方による社
会づくりが求められています。また、「無縁社会」といわれるような人と人とのつながりの薄れや孤立
が深刻化しており、地域福祉や環境美化、防犯、災害時の支援活動などにおいて、重要な役割を担う地
区（自治会）などにおいても、加入率が低下する傾向にあり、地域コミュニティの希薄化が懸念されて
います。 

◆日本の一般世帯数の推移と将来推計◆ 

※類型別世帯数の合計と世帯総数は、端数処理の関係で一致しない場合があります。

資料：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所（『日本の世帯数の将来推計（全国推計）』

（２０１８（平成３０）年推計））

◆これからは心の豊かさか、まだ物の豊かさか（時系列）◆

資料：内閣府（国民生活に関する世論調査（２０１７（平成２９）年））

98 「ワーク・ライフ・バランス」とは、やりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活、人生
の各段階などにおいて多様な生き方が選択・実現できる、仕事と生活が調和した状態をいう。 

99 「ダイバーシティ」とは、「多様性」のことで、性別や国籍、年齢などに関わりなく、多様な個性が力を発揮し、共存できる社会の
ことをいう。 

100 「インクルージョン」とは、全ての人々を孤独や孤立、排除や摩擦から援護し、健康で文化的な生活の実現につなげるよう、社会の
構成員として包み支え合う、という理念をいう。
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【本市の動向】 

本市においても、単身世帯や高齢者世帯、共働き世帯の増加などに伴い、ライフスタイルや価値観の

多様化が進んでいると考えられます。また、地区（自治会）加入率は、依然として高いレベルを保って

いるものの、今後、低下していくことが懸念されます。生活態様に関係なく、自分らしく生活し、知識

や経験を活かして自己実現できる環境づくりとともに、子どもを取り巻く家庭環境や社会環境が変化す

る中で、子どもを安心して生み育てることができるよう社会全体で支援していく必要性が高まっていま

す。また、地域福祉や防災・減災、防犯などにおける地域コミュニティの重要性についての市民一人ひ

とりの認識や地域への帰属意識を醸成し、つながりを大切にする温もりのある地域コミュニティを維持

するとともに、活発な市民活動を育成していくことが重要になります。 

◆加東市の一般世帯数の推移◆ 

資料：国勢調査

◆加東市の専業主婦世帯、共働き世帯数の推移◆ 

資料：国勢調査
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３ 産業経済と雇用環境の変化 
【全国の動向】 

我が国の経済動向は、一部では景気回復の兆しが見えるものの、将来の経済動向は、依然として不透

明な状況であり、地方においては、まだまだ目に見える形として生活に結びつくところまでは改善され

ていない状況といえます。また、ＩｏＴ101やＡＩ（人工知能）などの新技術を活用する第４次産業革命
102と呼ばれる時代の到来に加え、国において生産性革命の実現に向けた取組が重点的に進められており、

今後、産業構造や雇用環境などが大きく変化することが予想されています。一方で、地域経済活性化の

新しい手法であるコミュニティビジネス103が、全国的に広まりつつあります。 

◆実質ＧＤＰ104成長率の推移◆ 

資料：内閣府（２０１７（平成２９）年度 年次経済財政報告（経済財政政策担当大臣報告）長期経済統計）

101 「ＩｏＴ」とは、コンピュータなどの情報通信機器だけでなく、さまざまな物に通信機能を持たせ、インターネットを通して相互に
通信することにより、自動認識、自動制御などを行う技術をいう。

102 「第４次産業革命」とは、新たな産業高度化の概念で、製造業などにおいて、ＩｏＴやＡＩ（人工知能）などを活用し、自律・自動
的かつ効率的に、製造工程や品質の管理を進めるなど、産業の高度化を目指す方向への動き（変化）をいう。

103 「コミュニティビジネス」とは、地域が抱える課題を、地域資源を活かしながら、ビジネス的な手法で解決しようとする事業をいう。 
104 「実質ＧＤＰ」とは、生産面で捉えた国民所得（付加価値額）のことで、一定期間内に生産された財貨・サービス（産出額）から原
材料として使用された財貨・サービス（中間投入額）を差し引いたものをＧＤＰといい、物価の変動による影響を取り除き、その年に
生産された財の本当の価値を算出したものを実質ＧＤＰという。 
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【本市の動向】 

本市の従業者数や事業所数は概ね横ばいで推移していますが、有効求人倍率から見ると、雇用情勢は

やや回復傾向にあるといえます。しかしながら、まだまだ経済の好循環が確立されているという状況で

はないことから、地域創生における取組をはじめ、雇用の確保や創業支援など、地域産業、経済の活性

化に向けた取組をより一層推進し、まちの好循環を創出していくことが重要になります。 

◆加東市の従業者数・事業所数（民営事業所）の推移◆ 

  ※２０１６（平成２８）年の従業者数・事業所数は、２０１６（平成２８）年経済センサスー活動調査の速報

集計の数値です。 

資料：経済産業省（経済センサス、事業所・企業統計調査） 
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４ 持続可能な循環型社会への対応 
【全国の動向】 

温室効果ガスの排出量増加による地球規模の温暖化が大きな環境問題となっており、異常気象の増加、

自然生態系や人間社会への悪影響が懸念されています。この問題は、社会経済活動や日常生活など、人

為的な活動によるところが大きく、温室効果ガスの持続的な排出量抑制とともに、ごみの減量化や再資

源化、再生可能エネルギーの活用などによる、持続可能な循環型社会の構築が求められています。 

◆日本の部門別二酸化炭素排出量の推移◆

資料：環境省（温室効果ガス排出量の算定結果）

【本市の動向】 

本市においては、これまでの取組により、ごみの減量化において一定の成果を挙げていますが、市民

意識調査（アンケート）では、省エネを意識する市民の割合がやや減少傾向にあります。また、本市の

地域性から、温室効果ガスの排出に大きく影響する自家用車による移動が中心となっています。地球環

境の保全に向けて、環境教育や環境学習などを通して、市民意識の醸成やエコドライブの推進などの環

境に配慮した主体的な取組を促進するとともに、ごみの減量化や再資源化などを一層推進し、環境負荷

の少ない持続可能な地域社会を実現することが重要になっています。 

◆加東市の「うちエコ診断」受診世帯における分野別二酸化炭素推定排出量の割合（診断実施前）◆

資料：公益財団法人ひょうご環境創造協会（２０１６（平成２８）年度兵庫県うちエコ診断事業データの分析による）
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５ 安全・安心がより重視される時代 
【全国の動向】 

未曾有の被害をもたらした東日本大震災後、政府は「国土強靱化」を掲げ、「強さとしなやかさ」を

備えた国土、経済社会システムづくりを進めています。また、２０１６（平成２８）年の熊本地震をは

じめ、日本全国において多発する災害により、国民の防災に対する関心は一層強いものとなっています

が、一方で、地域防災力の中核となる消防団員の減少が大きな課題となっています。 

さらに、近年では、手口が巧妙化する特殊詐欺被害やサイバー犯罪被害の拡大など、国民生活を脅か

す犯罪が多く発生しており、地域コミュニティの主体的な活動を含め、ソフト・ハードを組み合わせた

安全・安心のまちづくりの重要性がますます高まっています。 

◆全国の消防団員数の推移◆ 

資料：総務省（消防庁HP「消防団データ集」） 

【本市の動向】 

本市は、比較的災害が少ないまちという市民認識がある一方で、市民意識調査（アンケート）では防

災対策や防犯対策が重要性の高い施策となるなど、安全・安心を求める市民ニーズは高くなっています。

また、本市においても消防団員の減少が大きな課題となっており、防災・防犯対策の充実とともに、地

域の防災力や防犯力の維持・向上に取り組んでいく必要があります。 

◆加東市の消防団員数の推移◆ 

     ※定員は、１，２６９人です。 

資料：加東市統計書
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６ 高度情報化社会の進展 
【全国の動向】 

ＩＣＴの急速な進化により、スマートフォンの普及とともに、ＳＮＳなどの多種多様なサービスが国

民生活に深く浸透しています。一方で、個人情報の流出やコンピュータウイルスの侵入などによる危険

性が高まっており、セキュリティ対策が課題となっています。また、全国的に学校教育へのＩＣＴの導

入が進んでおり、教育の情報化が推進されています。 

◆日本の主な情報通信機器の保有状況（世帯）の推移◆ 

※「モバイル端末全体」には、携帯電話・ＰＨＳと、２００９（平成２１）年から２０１２（平成２４）

年までは携帯情報端末（ＰＤＡ）、２０１０（平成２２）年以降はスマートフォンを含みます。

※「スマートフォン」は、「モバイル端末全体」の内数です。 

資料：総務省（２０１６（平成２８）年通信利用動向調査）

【本市の動向】 

市民意識調査（アンケート）では、約９割の市民が何らかの情報通信機器を保有しているという結果

となっています。時代の流れや市民ニーズの変化を的確に捉えながら、ＩＣＴの一層の利活用により、

行政のあらゆる分野において、市民の利便性向上や市民サービスの充実、行政事務の簡素化や効率化を

図るため、電子自治体を推進していく必要があります。 

◆加東市の情報通信機器の保有状況◆ 

資料：加東市（第２次加東市総合計画に関するアンケート結果）
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第５章 まちづくりに関する意見・提案

１ まちづくり市民ワークショップ
まちづくり市民ワークショップでは、本市の魅力、良いところ、良くないところを踏まえて、１０年

後のまちの将来像やまちの将来像を実現するために市民ができることなどについて、次のような意見が

示されました。

(１) まちの将来像 

その１ 

『笑顔で「おはよー」いえるまち』 

その２

『住んで良かったまち』

その３

『魅力を知って、愛着のもてるまち』（魅力）

『自発的なチャレンジができるまち』（自発）

『家族を育むまち』（家族） 

○笑顔は、健康、元気など、人の幸せな姿を象徴
○「おはよー」は、人と人とのつながりやコミュ
ニティが明るくすがすがしい様子を象徴 
○誰もが笑顔で過ごせるまち 
○「おはよー」が聞こえるまち

○「住んで良かった」を広める
○いろいろなことがつながるまち 
○ゆとりのある生活ができるまち

○魅力…市民が誇りをもてる、歴史を知る
○自発…個人の力が活かせる、やる気があるまち
○家族…家族みんなを育み、大切にするまち
○ソフトを進めるためのハード整備も必要
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(２) 将来像実現のための視点 

①「ひとづくり」の視点 ②「くらしづくり」の視点 ③「まちづくり」の視点
○地域文化を大切にするまち
○市民への歴史や産業の情報発信
○一人ひとりを大切にする小学校教育
○あいさつの大切さを教える小・中学
校教育 
○加東市の魅力、文化、産業に関する
教育 
○生涯スポーツを楽しむことができる
まち 
○自分の時間が楽しめ、時間がゆっく
りと流れていくまち
○自分のことばかりでなく、他人を助
けることができるゆとりのある人材
の育成 
○イベント・行事の支援や参加への声
かけ運動 
○サークル活動への参加やワークショ
ップの開催 
○新しい人や意見を受け入れる仕組み
（親しみやすいまち） 
○地域やご近所同士の交流・つながり
があるまち 
○あいさつや声のかけあいが育むまち
（交流や助け合い、安心・安全づく
り） 
○あたたかい人間関係、家族の和、地
域の和のあるコミュニティづくり 
○自発的な活動（チャレンジ）ができ、
一人ひとりが成長し、地域が成長す
るまち 
○地域リーダー・後継者の育成 
○同窓会の応援 
○ノウハウや技術、やる気をもった人
とそれを必要とする人の出会いの仕
組みづくり 
○市民主体のイベントの開催・活性化
（魅力発見・発掘イベント等）
○ボランティアガイド、スポーツボラ
ンティアの育成 
○育児が低コスト、低リスクでできる
まち 
○出会いを重視し、街コンでカップル
になって結婚した人に家をプレゼン
ト 

○山田錦を活用した新たな展開（ＰＲ
戦略、新しい取組をする企業の支援）
○農作物等のブランド化（有機栽培に
よる野菜づくり、「伝の助うどん」の
売込み等） 
○新しいことを始める人をサポートす
る創業特区のような加東市ならでは
の制度づくり
○観光産業、観光ボランティアの活性
化 
○おもてなしの仕組みづくり（カフェ、
サロン、伝の助アート、アンテナシ
ョップ等） 
○市民協働による観光資源の発掘・整
備 
○自然が多いまち 
○自然との共生に労力を惜しまないま
ち 
○自然資源（山、川、ホタル、ミヤマ
クワガタ、温泉等）の活用 
○健康・命を育むまち 
○三世代交流のきっかけにもなる若い
人のためのまちかど体操等の普及 
○健康、医療、交流、自然を活かして
１０年長生きできるまち
○医療の充実（医師や病院など）
○手厚く無理のない福祉制度
○安定した収入と雇用の確保による生
活基盤の安定 
○交通事故がないまち 
○歩道、外灯、パトロール（見守り）
があり、明るく安全なまち 
○産・学・住（市民）の連携

○道路体系の整備（特に南北の幹線）
○コミュニティバスの充実（高齢者の
増加への対応） 
○市民の交通手段の充実
○憩いの場が充実しているまち 
○公園やビオトープ等、安全・安心の
遊び場があるまち 
○公共施設や設備が充実しているまち

④「行政経営」の視点
○安定した税収が確保できるまち 
○住んでみたいまち 
○元気で明るいまち 
○魅力を発見し、知ってもらうまち
○発展しても素朴な雰囲気を損なわな
いまち 
○市民参画機会の充実（アンケート、
公共施設運営等を含む。） 
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(３) 将来像実現のために市民ができること 

①「ひとづくり」の視点 ②「くらしづくり」の視点 ③「まちづくり」の視点
○まちのことを積極的に知ろうとする
○三草山等の秘められた歴史を調べ出
す 
○一生住み続けよう！という気持ちを
大切にする
○加東市のために何ができるかを考
え、行動する
○愛着をもち、身の回りのことに興味
をもつ 
○学校等で、歴史、産業、特産品など
を学び、体験活動に参加 
○昔の遊び、伝統を高齢者が子ども達
に教える 
○地元民のみが知る、昔からある穴場
での遊び方を紹介 
○学校の授業を見学する
○教育の場の維持、整備 
○見守り活動に参加する
○趣味をもち、サークル活動等に参加
し、楽しく過ごす 
○スポーツイベント等を企画し、参加
する 
○指導者としてスポーツに参加する 
○人の集まりに出かけ、人と話をする
○声かけ運動で近隣のつながりを深め
る 
○多世代交流
○声かけなど地域や隣人とつながりを
もつ 
○古い習慣を押し付けない 
○イベントを実施又は積極的に参加す
る 
○家庭内で活発にコミュニケーション
する 
○若い世代の声を聞ける「まち人」に
なる 
○趣味の延長という感覚で行動する
○ボランティアグループとして協働、
賛同、参加する 
○兵庫教育大学の学生と交流・協働す
る 

○加東市産山田錦を使った日本酒を愛
飲 
○地産地消に取り組む 
○商店街など、市内の商店を積極的に
利用
○学生による商店街のチャレンジショ
ップの運営 
○自分で産業を起こす、（とりあえず）
動く 
○ハイキング道を開拓・整備する
○自己責任の健康維持、散歩の習慣化
○まちかど体操教室への参加、拡充 
○健康づくりボランティア、市民病院
案内ボランティア 
○健康のための有機野菜づくり 
○福祉施設の訪問ボランティア（音楽
等） 
○加東市民病院を利用する
○福祉活動等のポイント化（ボランテ
ィアポイントの貯金と活用の仕組
み） 
○弱者のために命を張る 
○協力して草花を植える
○環境を美しくするクリーンキャンペ
ーンへの取組 
○トイレや道端等での清潔感を意識
○みんなが少し、不便（車の速度の抑
制等）を受け入れる 

○空地など用地の提供 
○神姫バスやコミュニティバスを利用
する 
○まちの施設を利用する
○山林の下刈り
○ため池、水路、農道の保全
○水辺公園、安全な遊び場の維持・整
備 

④「行政経営」の視点
○ＳＮＳ等で、市内にあるいい店、い
いところ、いいものをＰＲする 
○テレビ・ラジオ等へのまちの情報の
投稿 
○加東市ＰＲ隊を結成する 
○行政の各種委員会などに参加・協働
する 
○市職員や議員と対話して理想を追求
する 
○空家バンク制度への登録



35 

２ 市民意識調査（アンケート）
本市の印象、政策・施策などに対する市民の認識やニーズを把握するため、２０１７（平成２９）年

７月から８月にかけて市民意識調査（アンケート）を実施しました。

本市が「住みよい」まちであるという評価が高くなりました 

● 「あなたは、加東市を住みよいまちだと思われますか」という設問について、第１次加東市総合計

画策定時の市民意識調査（２００６（平成１８）年度実施）、後期基本計画策定時の市民意識調査（２

０１１（平成２３）年度実施）、中間年の市民意識調査（２０１４（平成２６）年度実施）と今回の

市民意識調査（２０１７（平成２９）年度実施）の結果を比べると、「住みよい」と「どちらかとい

えば住みよい」をあわせた回答率は、２０１４（平成２６）年度にやや下がったものの、第１次加

東市総合計画策定時の６３.５パーセントから７０.８パーセントへと約7ポイント増加しました。 

● 定住意向は、後期基本計画策定時の市民意識調査（２０１１（平成２３）年度実施）で「住み続け

たい」と「今は移る気はない」をあわせた回答率が一旦下がりましたが、その後やや増加していま

す。 

◆住みよさの推移◆ 

◆定住意向の推移◆ 

※各集計の構成比は、小数第２位を四捨五入して表示しているため、合計が１００パーセントにならない場合があ

ります。  
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重要性の高い施策は「医療体制の整備・充実」、満足度の高い施策は「資源をリサイクルするなどのご

みの減量化の取組」 

● 重要性の高い施策は、１位が「２４ 医療体制の整備・充実」（偏差値６５.３）、２位が「１４ 地震

や風水害などへの防災対策」（偏差値６４.０）、３位が「３６ 便利な交通手段の整備（鉄道・バス）」

（偏差値６１.６）となっています。 

● 満足度の高い施策は、１位が「１１ 資源をリサイクルするなどのごみの減量化の取組」（偏差値６

８.２）、２位が「１３ 消防・救急救助体制の整備に関する取組」（偏差値６４.８）、３位が「３７ ラ

イフライン（上下水道など）の整備」（偏差値６２.０）となっています。 

● 重要性が高く、満足度が低い施策では、「３６ 便利な交通手段の整備（鉄道・バス）」や「２５ 加

東市民病院の運営」、「２４ 医療体制の整備・充実」、「２６ 農地の保全や「農」の担い手の確保」、

「２９ 就労機会の拡大による安定した雇用の確保」、「２７ 地域産業などの活性化」などがありま

す。 

1

2

3

4

5
6

7

8
9

10

11
12

13

14

15

16

17

18
19

20
21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

20

30

40

50

60

70

0 10 20 30 40 50 60 70 80

【
重
要
性
】

【満足度】



37 

◆施策の重要性・満足度の偏差値◆ 

注：施策の重要性と満足度の偏差値の求め方

アンケートでの施策の重要性と満足度それぞれの回答を下表のとおり点数に置き換え、平均値を求め

て各施策の重要性と満足度の得点とします。
重要性 満足度

重要である １００点 満足 １００点
やや重要である ７５点 まあ満足 ７５点
気にはなる ５０点 普通 ５０点
あまり気にならない ２５点 やや不満 ２５点
気にならない ０点 不満 0点

求めた得点から、次の計算式により各施策の重要性と満足度の偏差値を算出します。

施策の偏差値＝(施策の得点－施策の平均得点)÷標準偏差×１０＋５０ 

※標準偏差とは、得点と平均得点との距離の平均値をいいます。

図中
番号

施策名
重要性
偏差値

満足度
偏差値

1 芸術・文化に関する施策 27.7 53.9
2 国際交流を通したまちづくりや交流機会の確保 24.3 50.4
3 小中学校における人権・道徳・体験学習などの充実 48.5 53.5
4 児童・生徒の基礎学力の習得と社会への適応能力の向上 56.0 47.7
5 生涯学習活動の支援 39.2 52.9
6 スポーツ活動の支援 37.7 52.2
7 青少年の健全育成などに関する取組 47.9 48.9

8 まちの清潔さ・美観の保全 60.6 61.7

9 公害の防止 59.7 59.9
10 エネルギーの節約や太陽光発電などによる自然エネルギーの有効活用 45.3 53.4
11 資源をリサイクルするなどのごみの減量化の取組 56.0 68.2
12 交通安全意識の普及・啓発 57.0 55.0
13 消防・救急救助体制の整備に関する取組 60.0 64.8
14 地震や風水害などへの防災対策 64.0 51.3
15 防犯パトロールの実施や安全安心ネットのメール配信 53.3 59.2
16 消費者の利益保護と相談体制の充実 42.4 50.2

17 地域や家庭での子育て支援の取組 57.0 57.2

18 健康増進の推進や生活習慣病予防の充実 54.5 61.0
19 高齢者の自立支援や社会参加の促進 53.5 53.4
20 高齢者が自宅などで安心して暮らせる取組 59.7 46.9
21 高齢者福祉サービスに関する取組 58.4 50.8
22 障害のある方などの自立支援や社会参加の促進 55.4 50.7
23 社会保障に関する取組（生活保護、国民年金、国民健康保険制度など） 59.4 44.6
24 医療体制の整備・充実 65.3 35.9
25 加東市民病院の運営 56.1 30.6

26 農地の保全や「農」の担い手の確保 52.5 34.1

27 地域産業などの活性化 53.8 40.2
28 観光の振興 42.5 41.7
29 就労機会の拡大による安定した雇用の確保 58.9 34.6

30 公園の整備 48.5 54.9

31 違法な広告、看板などの撤去によるまちの景観の保全（良好なまちの景観の形成） 46.8 59.0
32 良好な住環境の維持・保全と創造 53.4 54.8
33 まちのバリアフリー化に向けた整備 52.4 44.9
34 加東市が制作する自主放送番組の充実 24.7 51.5
35 交通渋滞の解消などのための道路の整備 44.4 48.9
36 便利な交通手段の整備（鉄道・バス） 61.6 10.7
37 ライフライン（上下水道など）の整備 55.3 62.0

38 地域活動の推進や人材の育成 43.0 49.6

39 人権尊重に対する取組 39.9 53.2
40 市民参加の仕組みの整備や市民参加の機会の促進 33.5 51.6

41 行財政改革を柱とする計画的な行財政運営の推進 46.7 46.8

42 市民に開かれたまちづくりの推進に関する取組（広報・広聴の充実、透明性の確保、行政情報の公開など） 45.8 52.5
43 広域行政の推進に関する取組（近隣の市町との連携など） 43.5 49.2
44 市税などの収入確保による健全な財政運営 53.9 45.6
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まちづくりへの参画・協働の意識を高める必要があります

協働の取組に関する現況を分析すると、以下の設問に掲げる取組は「⑤加東市が実施するアンケート

への協力や加東市の施策に対して提言を行う」が増加傾向を示していますが、他の取組は横ばいか減少

しています。今後は、協働意識のさらなる醸成とともに、市民参画を一層推進していく必要があります。 

◆市民と行政が協力して行う取組の参加状況の推移◆
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7.5

3.3

44.4

4.8

6.7

18.0

14.8

22.1

23.3

11.6

8.9

35.6

32.0

8.0

3.7

42.4

8.2

12.2

20.7

16.5

22.6

25.1

11.7

9.9
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0% 10% 20% 30% 40% 50%

①環境に配慮した取組に協力する

②公園・道路・駅周辺などの公共施設の

環境美化活動に参加する

③加東市が実施するイベントなどに

スタッフとして参加する

④生涯学習などの講座で、講師・補助員に

ボランティアとして参加する

⑤加東市が実施するアンケートへの協力や

加東市の施策に対して提言を行う

⑥加東市の公募委員に応募したり、

説明会や懇談会に参加する

⑦子育て支援の取組に協力する

⑧健康づくりの取組に参加・協力する

⑨高齢者・障害のある方などへの

支援の取組に協力する

⑩地域の防犯・防災活動に参加する

⑪地域子ども見守り隊や学校の安全監視など

学校の安全対策に協力する

⑫青少年の健全育成など

教育に関する取組に協力する

⑬地域コミュニティやNPO活動など
非営利の活動団体で、公共のために活動する

2017(H29)
(n=1,178)

2014(H26)
(n=1,500)

2011(H23)
(n=1,508)
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３ タウンミーティング 
市民の多様な意見や提案を市政に反映させるとともに、協働のまちづくりを進めるための機会づくり

として、「市長まちめぐりタウンミーティング」と「市長と語ろうタウンミーティング」を開催しまし

た。 

市長まちめぐりタウンミーティングは、小学校区を基本に市域を１１の区域に区分し、それぞれの区

域を地域の役員と市長が歩いてめぐりながら、地域の現状を把握し、課題について意見交換するもので

す。また、市長と語ろうタウンミーティングは、各種団体等とテーマを定めて意見交換するもので、滝

野工業団地連絡協議会、加東市商工会、社商店連合会及び市内４中学校生徒会役員と各１回、４回実施

しました。 

市長まちめぐりタウンミーティングでは、小中一貫校開校に伴い閉校する小学校の活用や地域の活性

化、自主防災、空家対策、耕作放棄田対策、農業の維持と獣害対策などについて、また、市長と語ろう

タウンミーティングでは、雇用対策や人材（労働力）の確保、ビジネスホテルや商業施設の誘致、商店

街の活性化などについて意見交換しました。

また、４中学校生徒会役員とは、それぞれの学校の自慢できる取組や加東市の魅力、未来について意

見交換し、特産品の開発や交通の利便性向上などについて提案をいただきました。 

■策定体制 

事務局

諮問
市 長

策定委員会 
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会
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審議会

企画協働課

【市民等】 【市】

答申

提案

議決

意見
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市民ＷＳ

情報提供市民
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第１章 基本構想の構成   
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第２章 将来目標   

１ まちの将来像  

まちの将来像は、市民の心のよりどころであり、普遍的な行動規範となる「加東市民憲章」の精神と

一致したものであることが重要です。 

「加東市民憲章」は２０１１（平成２３）年３月２０日、本市が誇りとする自然、文化、人々をキー

ワードとして、市民一人ひとりが、日々の営みの中で加東市の良さに気付き、その良さを守り、相互に

助け合いながら、よりすばらしいまちの実現を目指すために定めました。 

そして、この「加東市民憲章」には、美しい自然環境を活かしたまちづくり、まちの健全な経済発展

やまち全体の活性化、学びやすい環境づくりや文化生活の向上などの行動目標をはじめ、協働の精神や

人権尊重により誰にとっても住みやすく、将来の歩みに希望を見出してくらせるまちを共につくってい

こうという気概などが込められています。 

第１次加東市総合計画において設定したまちの将来像「山よし！技よし！文化よし！ 夢がきらめく

☆元気なまち 加東」は、合併から数十年後の一体感のある本市の姿という市民の思いが込められたも

のであるとともに、「加東市民憲章」に沿ったものであることから、第２次加東市総合計画において継

承します。そして、今後、新たなステージを着実に歩んでいくことに加え、市民の思い、社会潮流など

を踏まえて、サブテーマを新たに設定します。 

◆まちの将来像◆ 

加東市民憲章
わたしたちは、美しい自然・豊かな文化・あたたかな人々を誇る加東の市民として、この憲章を定め

ます。 

一、人と自然を愛し、安らぎのあるまちにしましょう。 

一、学ぶ心を大切にし、文化あふれるまちにしましょう。

一、喜びをもって働き、健やかなまちにしましょう。 

一、だれもが希望をもてる、明るいまちにしましょう。 

山よし！技よし！文化よし！夢がきらめく☆元気なまち 加東 
～みんなが主役！絆で結ばれた笑顔あふれる しあわせ実感都市～
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まちの将来像「山よし！技よし！文化よし！ 夢がきらめく☆元気なまち 加東」は、本市の資源を最

大限に活かし、市民相互の一体感や融和が醸成され、水と緑豊かな自然環境や良好な住環境、充実した

教育環境が整い、産業や文化活動などが活性化した、住みよい、希望に満ちあふれる、活力のある輝く

まちを示しています。 

そして、サブテーマ「みんなが主役！絆で結ばれた笑顔あふれる しあわせ実感都市」の「みんなが

主役！」は、市民が、常に前向きで積極的にまちづくりに参画する姿を、「絆で結ばれた」は、家族や

地域などにおける人と人とのつながりを大切にした支え合いや助け合いの様子を、「笑顔あふれるしあ

わせ実感都市」は、市民が愛着や誇りをもてる、そして、あふれる笑顔に包まれた温かみのある、幸せ

を実感できるまちを示しています。 

◆市民の思い（まちづくり市民ワークショップ・総合計画審議会より）◆ 

メインテーマ 山よし！技よし！文化よし！夢がきらめく☆元気なまち 加東 

◆『美しい湖水（うみ） 独自の産学 伝統ある文化 どこかが違う ふる里 加東』 

○美しい湖水（東条湖、加古川、ため池など）、独自の産学（多くの工場進出、兵庫教育大学の立地など）、

伝統ある文化（伝統ある行事など）

サブテーマ みんなが主役！絆で結ばれた笑顔あふれる しあわせ実感都市 

◆『自発的なチャレンジができるまち』（自発） 

○自発…個人の力が活かせる、やる気があるまち

◆『笑顔で「おはよー」いえるまち』 

○笑顔は健康、元気など、人の幸せな姿を象徴 

○「おはよー」は、人と人とのつながりやコミュニティが明るくすがすがしい様子を象徴 

○誰もが笑顔で過ごせるまち 

○「おはよー」が聞こえるまち 

◆『家族を育むまち』（家族） 

○家族…家族みんなを育み、大切にするまち

◆『魅力を知って、愛着のもてるまち』（魅力）

○魅力…市民が誇りをもてる、歴史を知る

◆『住んで良かったまち』

○「住んで良かった」を広める

○いろいろなことがつながるまち 

○ゆとりのある生活ができるまち 
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２ 人口の将来展望  

第１次加東市総合計画において定めた２０１７（平成２９）年度の目標人口４０,０００人を達成する

ことができましたが、我が国の人口は、少子化の進行により減少傾向にあり、本市の人口も今後減少し

ていくことが予測されています。このような状況の中、魅力ある快適で住みよいまちを創造することで、

人口減少をできる限り緩やかにし、２０２７（平成３９）年度においても、４０,０００人以上を目指し

ます。 

◆人口推計◆ 

※この人口は、次の条件を前提に、国立社会保障・人口問題研究所による人口推計手法と同様のコーホ

ート要因法105を用いて推計したものです。 

(1) 合計特殊出生率の維持（２０１５（平成２７）年までの数値は、兵庫県保健統計年報による。）

(2)  ２０１０（平成２２）年と２０１５（平成２７）年の国勢調査結果による転入や転出による純移動（社会

増）の傾向を、２０２５（平成３７）年まで、段階的に減少させながら反映 

105 「コーホート要因法」とは、集団（年齢５歳層）ごとに自然増減（出生と死亡）及び純移動（転入転出）の二つの人口変動要因それ
ぞれの将来値を仮定し、それに基づいて将来人口を推計する方法をいう。 
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３ まちの住みよさ実感  

住みたい、住んで良かった、住み続けたいと思えるまちは、市民が住みよいと実感できるまちが前提

になることから、これまでに実施した市民意識調査（アンケート）の結果を基に、２０２７（平成３９）

年度における住みよいと実感する市民の割合※を７５パーセント以上とすることを目標とします。 

※「住みよい」と「どちらかといえば住みよい」をあわせた回答率

２００６（平成１８）年度：６３.５％、２０１１（平成２３）年度：６９.２％、２０１４（平成２６）年度：６８.６％、２０１７（平成２９）年度：７０.８％ 

４ 都市構想 

これまでに築かれた都市基盤や豊かな自然など、地域それぞれの特性を活かしながら、都市機能など

を集約（充実）する拠点づくりやゾーン形成を進めるとともに、これらを取り巻く地域について、環境

保全を基本とした活力維持に取り組みます。あわせて、道路ネットワークや地域公共交通ネットワーク

の形成、地域の結びつきの強化などにより、拠点と拠点などの連携（ネットワーク）をさらに促進する

多極ネットワーク型の都市構造106を創造し、北播磨エリアの中核都市にふさわしい、活力と魅力を備え

た、快適で持続可能な都市を目指します。 

■都市構想図 

106「多極ネットワーク型の都市構造」とは、都市機能や生活機能を集約した複数の拠点が存在し、拠点と拠点などが道路ネットワーク
や地域公共交通ネットワークなどで結ばれた都市構造（造語）をいう。 

２０２７（平成３９）年度住みよさ実感度

７５％以上
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まちの拠点

 やしろショッピングパークＢｉｏ周辺は、本市における交通や交流の要衝であり、本市の顔にふさ

わしい役割が求められていることから、高水準の都市的サービスを提供する「まちの拠点」に位置

付け、交通結節機能などの強化とあわせ、多様な機能の複合化・高度化による都市機能の充実に取

り組みます。 

ストック創出ゾーン 

 東西に中国縦貫自動車道と国道３７２号、南北に国道１７５号とＪＲ加古川線が走る、都市部や臨

海部とを結ぶ優れた広域アクセス特性により、商業、産業、文化、居住、福祉、医療、教育、行政

などの都市機能が集積しています。この地域を「ストック創出ゾーン」として位置付け、これまで

に築かれた高水準の都市基盤を維持するとともに、この特性を活かしながら、市街地の創造や工業

団地用地の確保、道路ネットワークの形成など、新たな基盤整備により一層活力あるゾーン形成に

取り組みます。また、交通結節機能の強化や神戸方面との交流を促進するため、関係自治体と連携

しながら、新たな南北交流軸形成の実現に向けて調査・研究します。 

既存ストック活用ゾーン 

 ひょうご東条ニュータウンインターパーク、天神西土地区画整理事業や天神東掎鹿谷土地区画整理

事業の区域など、都市基盤が既に整備された既成市街地を中心とした地域を「既存ストック活用ゾ

ーン」として位置付け、都市的低・未利用地の有効活用や日常生活を支える上で必要な生活機能の

さらなる誘導により、市街地の充実を図り、定住人口の増加を促進します。 

環境保全ゾーン 

 まちの拠点や各ゾーンを取り巻く、良好な田園環境や里山環境など、多様な自然環境を有する地域

を「環境保全ゾーン」として位置付け、農地や森林等の保全を基本としつつ、地域の実情に応じた

メリハリのある計画的な土地利用の誘導を推進することにより、地域活力の維持に取り組みます。
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第３章 まちづくりの方向性  

まちづくりには、その主役となる「ひと」、ひとが営む日々の「くらし」、そして、「ひと」や「くら

し」のステージとなる「まち」が重要な要素になります。 

そこで、加東の未来を創造する「ひとづくり」、安心で健やかな「くらしづくり」、安全快適でにぎわ

いのある「まちづくり」、そして、これらを支える効率的かつ効果的で持続可能な「行政経営」を加え

て、まちの魅力の維持・向上とともに、市民の思いや社会潮流を的確に捉えながら、市民、地域、事業

者等と行政がそれぞれの役割を担い、連携して取り組む「協働」を基本に、まちの将来像を実現するた

めのまちづくりを進めます。 

■まちづくりの方向性 

加東の未来を創造する

「ひとづくり」

安全快適で

にぎわいのある

「まちづくり」

安心で健やかな

「くらしづくり」

協働協働

ま
ち
の
魅
力

市民の思い

社
会
潮
流

効率的かつ効果的で持続可能な

「行政経営」
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１ 加東の未来を創造する「ひとづくり」  

将来にわたって活力のあるまちにしていくためには、まちづくりの主役となる「ひと」が、ふるさと

への愛着や誇りとともに、夢や希望をもって、それぞれの個性を活かしながら活躍し、そして、地域と

共に元気であり続けることが重要であることから、次の基本方針を基に、加東の未来を創造する「ひと

づくり」の実現を目指します。 

◆「ひとづくり」の基本方針◆ 

 (1) 未来を担うひとを育むまち 

加東の未来を担う子どもたちへの新たな教育のあり方として小中一貫教育を推進し、就学前教育、

インクルーシブ教育などとあわせて、ふるさとを愛し、自らの夢に挑む、国際性豊かな自立した子

どもを育成します。 

また、さまざまな学びやスポーツの機会を得て、生きがいをもって生活を送り、学んだことを地

域で活かし活躍できる仕組みづくりを進めるとともに、国際交流事業の推進により豊かな国際感覚

をもった市民を育成します。

あわせて、全ての市民が人権尊重の精神を当たり前の社会意識として身に付け、一人ひとりの価

値観の違いや多様性を認め合う、人権を基本とした人間関係が広く社会に根づく共生社会と人権文

化の創造や、性別に関わりなく、個人として尊重され、あらゆる場に参加・参画できる男女共同参

画社会の実現に取り組むなど、未来への投資としての教育を積極的に推進し、「人間力の育成」を

基本理念とした生涯学習社会を構築します。

 (2) 子どもを健やかに育むまち 

少子化、核家族化、価値観の多様化など、子どもを取り巻く環境の変化に対応しながら、全ての

子どもへの等しく質の高い就学前教育・保育の提供や子どもの貧困対策、子どもの成長や発達段階

に応じた継続的で多様な保育サービスや支援体制の充実、市民や地域と連携した子育てネットワー

クの形成など、安心して子育てができる環境のさらなる充実を図ります。 

 (3) 地域やまちへの愛着や誇りを育むまち 

少子高齢化や人口減少社会において、地域間（地区間）での格差が増大することが予想されるこ

とから、関係機関や団体などと連携しながら、地域の実情に応じたまちづくりを進めるとともに、

地域や団体が主体的に地域づくりに取り組める環境を整えます。 

あわせて、地域資源の活用などさまざまな取組により地域やまちの魅力を最大限に引き出すこと

で、地域コミュニティへの帰属意識や、地域やまち、ふるさとへの愛着や誇りを醸成します。
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２ 安心で健やかな「くらしづくり」  

「くらし」は、まちづくりの主役となる「ひと」を支える基本となるものであり、子どもから高齢者

まで、市民が安心して健やかにくらし続けることができる生活環境を整えることが重要であることから、

次の基本方針を基に、安心で健やかな「くらしづくり」の実現を目指します。 

◆「くらしづくり」の基本方針 

 (1) 住み慣れた地域で安心してくらせるまち 

市民のさまざまな生活課題を地域全体の問題として捉え、地域で考え、話し合い、協力して解決

していく生活支援体制の整備や、障害者、生活困窮者などへの自立支援、介護予防や高齢者の生き

がいづくりなどを通して、互いの人格と個性を尊重し、市民が地域で支え合いながら共生できる福

祉社会づくりに取り組むとともに、複雑多様化する福祉ニーズに総合的に対応するための福祉総合

相談体制を構築します。 

また、妊娠期からの包括的な支援や子どもの発育・発達に応じたサポートによる親子の健康づく

りをはじめ、生活習慣病予防や食育の推進などを通して、市民の健康増進を推進します。

あわせて、医療・介護保険制度などの充実や病院事業の安定運営とともに、北播磨医療圏域にお

ける広域的な医療構想などを踏まえ、圏域内病院や開業医、関係機関と連携しながら、地域完結型

医療体制を構築します。 

さらに、地域包括支援センターを核として、加東市民病院、訪問看護ステーション、ケアホーム

かとうをはじめ、関係機関などとの多職種ネットワークを強化し、保健、医療、福祉を一体的に推

進する地域包括ケアシステムを構築します。 

 (2) 地域産業の活性化と雇用を創出するまち 

農業経営基盤の強化や農地の流動化の推進、農業の担い手の育成とともに、山田錦をはじめとす

る市内産農産物のブランド力向上や地産地消などの推進により、活力ある農業の実現に取り組みま

す。 

また、創業や経営基盤の安定化支援などによる商工業の振興とあわせて、就労環境の充実を図る

ことで、労働・雇用の促進とともに、地域産業の活性化を図ります。 

さらに、観光協会をはじめ、近隣市町や事業者、関係団体などと連携し、豊かな自然や文化遺産

などの地域資源を有効に活かした観光の振興に取り組みます。 

 (3) 人と自然が共生する良好な生活環境が整ったまち

本市の豊かな自然環境、ひいては地球環境の保全に向けて、市民の環境意識の醸成を図るととも

に、ごみの減量化や再資源化、温室効果ガスの排出量抑制など市民の主体的な取組を推進すること

により、持続可能な循環型社会を構築します。 



51 

また、空家等の利活用や適切な管理の推進、衛生対策や環境美化をはじめ、情報化の進展などに

より複雑多様化する犯罪から市民の権利・利益などの保護を図るための防犯対策や消費者教育、交

通安全対策の推進などにより、安全で良好な生活環境の確保に取り組みます。

さらに、市民生活に関わる行政情報や地域情報の確実な提供や発信、増加する在住外国人に対す

る生活支援や窓口サービスの充実などにより、社会潮流を的確に捉えた利便性の高い市民サービス

の提供に取り組みます。 
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３ 安全快適でにぎわいのある「まちづくり」  

「まち」は、「ひと」と「くらし」の基盤となるものであり、住みよさや将来にわたるまちの活力の

維持・発展において重要な役割を果たすものであることから、次の基本方針を基に、安全快適でにぎわ

いのある「まちづくり」の実現を目指します。 

◆「まちづくり」の基本方針 

 (1) 災害に強いまち 

加古川河川改修事業の早期完成、雨水排水施設や地域防災拠点（物資集積拠点）の整備、消防団

員の確保などによる地域防災力の向上、安全で安心な住まいづくりの推進など、ソフト・ハード両

面から総合的な対策を進めることにより、まちの防災・減災力を一層高めます。

 (2) 都市基盤が整った安全快適でにぎわいのあるまち 

都市構想に基づき、広域交通をはじめ、産業立地、学びやくらしに関する施設の集積、豊かな自

然などの地域の特性を活かしながら、まちの拠点づくりやゾーン形成、これらを取り巻く地域の活

力維持に取り組むとともに、拠点と拠点などを結ぶ道路ネットワークや地域公共交通ネットワーク

の形成などにより、多極ネットワーク型の都市構造を創造します。 

あわせて、長寿命化を踏まえた道路や橋梁、公園、市営住宅などの適切な維持管理をはじめ、通

学路の安全対策や都市計画道路の整備を推進するとともに、本市と神戸方面とを南北に結ぶ高規格

道路ネットワークの実現に向けて調査・研究します。

また、浄水場の統廃合などの事業運営の効率化や長寿命化を踏まえた施設の適切な維持管理によ

り水道事業の健全経営を維持しながら、基幹管路の耐震化（強靭化）を計画的に進めるなど、上水

道を安定的に供給するとともに、下水道処理施設の統廃合などの事業運営の効率化や長寿命化を踏

まえた施設の適切な維持管理により、下水道事業の経営健全化に取り組み、下水道の安定処理を図

ります。 

さらに、営農環境の効率化を図るための農業用施設の機能向上や、防災・減災を踏まえたため池

や用排水路等の改修、地域ぐるみによる農業用施設の管理活動への支援などにより、農業生産基盤

や農村環境を維持するとともに、土地利用などの根幹となる地籍調査の実施などにより、くらしを

支える都市基盤の整備を進め、安全快適でにぎわいのあるまちを創造します。 
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４ 効率的かつ効果的で持続可能な「行政経営」  

行政課題や市民ニーズが複雑多様化し、財政状況が今後ますます厳しくなることが予測される中で、

「ひとづくり」「くらしづくり」「まちづくり」の実現を目指すため、次の基本方針を基に、成果を重視

した、効率的かつ効果的で持続可能な「行政経営」を展開します。 

◆「行政経営」の基本方針 

 (1) 戦略的な地域創生の推進 

産業振興や雇用の創出、加東の未来を担う子どもの育成や安心して子どもを生み育てることがで

きる環境づくり、住宅取得支援、まちの都市機能や防災機能の強化、保健・医療・福祉の連携によ

る住み慣れた地域で安心してくらし続けることができる環境の整備などとあわせて、主体的な地域

活動などを支援する中間支援組織によるまちづくりなど、「ひとづくり」「くらしづくり」「まちづ

くり」を総合的に展開し、まちの好循環を生み出し、まちの魅力や住みよさを維持・向上させ、に

ぎわいを創出します。 

そして、これらの取組により、市民のまちに対する愛着や誇りを高め、マスコットキャラクター

加東伝の助を有効に活用しながら、首都圏などの都市部を含め、市民と共に市の魅力や住みよさを

市内外に発信し、定住・移住の促進と交流人口の拡大を図ります。

 (2) 行財政改革を核とした持続可能な行政経営の展開 

自主財源の根幹となる市税の徴収強化をはじめ、経常経費の抑制や地方債107の借入抑制、公共施

設の適正化に基づく公有財産の適正運用などにより財源確保等に取り組みます。 

また、職員力や組織力の強化を図るとともに、予算、組織、行政評価が連動した新たな行政評価

システムの構築により、統計調査を活用した施策展開とあわせ、選択と集中により経営資源を効果

的に配分するなど、時代の変化や新たな行政需要に柔軟に対応するための、安定した行政経営基盤

を確立します。

あわせて、市民の利便性向上や市民サービスの向上、行政事務の効率化を図るための電子自治体

の推進や、北播磨広域定住自立圏をはじめとする近隣市町との連携による広域行政の推進などによ

り、一層効率的かつ効果的で、利便性の高い市民サービスの提供に取り組みます。 

さらに、市民の市政への参画や監査機能の充実強化などにより、透明で公正かつ適正な行政を確

保するなど、質の高い市民サービスを安定的に提供できるよう、行財政改革を核とした持続可能な

行政経営を展開します。

107 「地方債」とは、地方公共団体が特定の歳出に充てるため、年度を越えて元利を償還する借入金をいう。地方債を起こすことができ
る事業は、公共施設の建設事業、上水道などの公営企業、災害復旧事業費など、投資的経費が原則であるが、そのほかに、減税補て
ん債、臨時財政対策債などがある。
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５ 「協働」を基本としたまちづくり  

(1) 「協働」の必要性 

少子高齢化や人口減少社会の進行、ライフスタイルや価値観の多様化、地域コミュニティの希薄

化など、地域社会を取り巻く環境が変化し、市民ニーズや地域課題が複雑多様化しており、限られ

た財源の中で、きめ細かな市民サービスを提供していくことが難しくなっています。また、頻発す

る災害対応時においても地域コミュニティをはじめとする協働の重要性が認識されており、さらに、

地方分権108の流れの中で、地域の個性を活かしたまちづくりが求められることに加え、今後のまち

づくりにおける最重要課題となる地域創生においても、市民、地域、事業者等、多様な主体との「協

働」のまちづくりが不可欠です。 

本市においては、これまでから、市民や地域、各種団体、ＮＰＯ法人などによる主体的な活動が

展開されており、また、市政のあらゆる分野において、市民参画を得ながらまちづくりを進めてい

ますが、その効果や広がりは限定的で、さらなる推進が必要になっています。 

(2) 「協働」の取組方針 

市民、地域、事業者等と行政がそれぞれの役割を担いながら連携して取り組む「協働」を基本に、

「ひとづくり」「くらしづくり」「まちづくり」「行政経営」を展開します。

◆市民、地域、事業者等に期待される役割と行政が担うべき役割

【市民の役割】 

市政や地域コミュニティへの理解・協力、市政や地域・市民活動などへの積極的な参加・参

画、自助努力、家族による支え合い〔自助〕 など 

【地域（地区（自治会）、まちづくり協議会等）の役割】 

市政への理解・協力、地区（自治会）加入の促進、地域コミュニティの醸成、地域課題の解

決に向けた取組、地域（福祉）活動の実施、地域内における相互の支え合い〔共助（互助）〕 

など 

【事業者等（事業者、ＮＰＯ法人、市民活動団体等）の役割】 

市政や地域づくりへの理解・協力、専門的な技術や知識を活かした社会貢献活動、市民活動

団体等への支援、地域課題解決に向けた取組支援、公益的サービスの提供、地域づくり活動の

実施や促進〔共助（互助）〕 など 

【行政の役割】 

協働のあり方や進め方、役割などの明確化（方針策定など）、協働意識の醸成、市政情報等

の提供や共有、市民参画の機会の充実、地域担当連絡調整員の配置、活動・交流の場や機会の

提供、地域リーダーや中間支援組織（コーディネーター）の育成、活動を支える仕組み・組織

づくりや活動支援〔公助〕 など 

108 「地方分権」とは、国のもっている権限・財源を市町村に移し、住民と自治体の選択と責任により、地方自治体が主体的に物事を決
め、地域の特色を生かした活力ある地域社会づくりを進めること。


